
図面番号 図面名図面名 縮尺
(A1)
(A3)

キャノピー　図面リスト

S-301 －

－

縮尺
(A1)
(A3)

キャノピー　構造特記仕様書（1）

－

図面番号 図面番号 縮尺
(A1)
(A3)

縮尺
(A1)
(A3)

図面名 図面番号 図面名

S-300

S-302 －キャノピー　構造特記仕様書（2）

S-303 －キャノピー　構造関係共通事項（1）

S-304 －キャノピー　構造関係共通事項（2）

S-305 －キャノピー　構造関係共通事項（3）

S-306 －キャノピー　構造関係共通事項（4）

S-307 －キャノピー　構造関係共通事項（5）

S-308 －キャノピー　構造関係共通事項（6）

S-309 －キャノピー　構造関係共通事項（7）

S-310 －キャノピー　ボーリング柱状図（1）

S-311 －キャノピー　ボーリング柱状図（2）

S-312 キャノピー　伏図
1/150
1/300

S-314 キャノピー　部材リスト

S-315

1/40
1/80

キャノピー　鉄骨架構詳細図、母屋要領
1/40
1/80

キャノピー　軸組図
1/150
1/300

S-313

種別

通し番号

作成日

縮尺

担当

図面名

設計番号 工事名称

一級建築士事務所

建設コンサルタント

法適合確認結果等：設備関係規定に適合することを確認した

登録番号 東京都第1033号　

登録番号 建01第843号

総括

法適合確認結果等：構造関係規定に適合することを確認した

04584-010

一級建築士第267567号 河田　健

キャノピー　図面リスト 1/ - (A3)
1/ - (A1)

S-300



工事名称

工事場所

主要用途

階数

構造種別

m
2

耐震安全性の分類

建物高さ

工事種別

増築計画

架構形式

耐震構造方式

・ 有り

・ 新築

Ｘ方向

Ｙ方向

地上　　　        　　　造

地上　　　階

構造

構造

延べ面積

軒高

地下　    　　    　　　造

m

地下　　　階 塔屋　　　階

m

・ 耐震構造 ・ 免震構造 ・ 制振構造

・ Ⅰ類（Ｉ=1.50） ・ Ⅱ類（I=1.25） ・ Ⅲ類（Ｉ=1.00）

a　耐震設計条件

地震荷重

計算ルート

設計層間変形角

建物一次固有周期

地盤種別

地域係数

X方向

Y方向

X方向

1. 建物概要

Y方向

一次設計

二次設計

一次設計

二次設計

　　(　　　　　)秒

第　(　　　　　)　種地盤

Z=

※ 許容応力度計算　(ルート　　　　　　　　)

・ その他

・

※ 許容応力度計算　(ルート　　　　　　　　)

・ その他

・

基準風速　(V )

地表面粗度区分

b　耐風設計条件

0 (　　　　　　)　m/秒

・ Ⅰ ・ Ⅱ ・ Ⅲ ・ Ⅳ

建設地の標高

多雪区域の指定

c　耐積雪設計条件

(　　　　　　)　m

・ 有り ・ 無し

設計垂直積雪量 (　　　　　　)　cm

・ 無し

特記仕様書(構造関係)

Ⅰ　建物構造概要等

2. 構造計算条件

・ 増築 ・ 改築 ・ 移転

Ⅱ　建築工事仕様(構造関係)

適
用
範
囲

・特記仕様書１　仕様書　Ⅰ工事概要 3工事種目に掲げる下記の工事種目番号

(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)番号○～番号○までの工事種目)

・

特記仕様(構造関係)の適用範囲は下記の工事種目とする。

地
4

業
工
事

１ 支持力又は支持地盤 (4.3.4)(4.3.5)(4.5.5)

・杭基礎（基礎ぐいの先端の位置含む）

・図示

・直接基礎(基礎底部の位置含む)

長期設計支持力度　

・(          )kN/m 　　・
2

の確認

支持地盤の位置及び種類

地盤の載荷試験(平板載荷試験)

試験堀り

※行う

(4.2.1)(4.2.3)(4.2.5)

(4.2.4)(4.2.5)

・行う

・行わない

試験位置及び載荷荷重

試験

２ 液状化対策 ・ 行う　(工法、施工範囲、仕様及び計測、試験等は図示による。)

種類等

地業

３ 既製コンクリート杭 (4.3.3)

・遠心力高強度プレストレストコンクリート杭(PHC杭)

・外殻鋼管付きコンクリート杭(SC杭)

SC杭の鋼管材料

・SKK400  ・SKK490  ・

杭先端部形状　　 (4.3.3)

施工方法 (4.3.4～4.3.5)

・開放形　・半開放形　・閉そく形　・

試験杭の位置、本数及び寸法　　

試験杭 (4.2.2)(4.3.5)

・セメントミルク工法 (4.3.4)

アースオーガーの支持地盤への掘削深さ

・1.5ｍ程度　　・

杭の支持地盤への根入れ深さ

・1.0ｍ以上　　・

杭の精度

・水平方向の位置ずれ　　

・杭の傾斜　　

・杭径の1/4かつ100㎜以下　・

・1/100以内　　・

寸法、継手、性能等　 (4.3.3)

上杭

中杭

下杭

杭径 杭長(m)及び種類等

(mm)

セット

上杭

中杭

下杭

長期設計支

持力(kN/本)

備 考

試験杭

本杭

材料

種類の記号 板厚(㎜) 杭長(m) 数

コンクリート

強度(N/mm )
2

・H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式でα=250を採用できる工法

杭周固定液　　

α=(　　　)、β=(　　　)、γ=(　　　)

α、β、γが下記の値を採用できる工法

・中堀り拡大根固め工法

・プレボーリング拡大根固め工法

・特定埋込杭工法

・使用する　・使用しない

・H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式の内

杭の精度

・水平方向の位置ずれ　　

・杭の傾斜　　

・杭径の1/4かつ100㎜以下　・

(4.3.5)

工法

(4.3.5)

・1/100以内　　  評定条件又は認定条件による　・

(4.3.6)杭継手工法　　

・機械式継手(継手部に接続金具を用いた方式のもの)　

検査

施工

工法

・アーク溶接継手　

※審査(評定又は大臣認定)により定められた項目　　　・

※審査(評定又は大臣認定)された施工管理基準による　　　・

※審査(評定又は大臣認定)を受けた工法　　・

杭頭の処理(切断方法)

・処理する　

切断方法

杭頭の中詰め材料　　

(4.3.8)
※処理しない

※基礎のコンクリートと同調合のもの　　・　　

４ 鋼杭地業

・開放形　・半開放形　・閉そく形

(4.4.3)

施工方法　　

・特定埋込杭工法

杭先端部形状

(4.4.4)

・H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式でα=250を採用できる工法

α=(　　　)、β=(　　　)、γ=(　　　)

α、β、γが下記の値を採用できる工法

・中堀り拡大根固め工法

・H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式の内

工法

試験杭の位置、本数及び寸法　　

試験杭 (4.4.3)

(4.4.3)(表4.4.1)寸法、継手、性能等　

上杭

中杭

下杭

杭径 杭長(m)及び種類等

(mm)

セット数

上杭

中杭

下杭

長期設計支持力

　(kN/本)

備 考

試験杭

本杭

材料

種類の記号 板厚(㎜) 杭長(m)

杭の精度

・水平方向の位置ずれ　　

(4.3.5)

・杭の傾斜　　

・杭径の1/4かつ100㎜以下　・

(4.4.5)杭の現場継手

・機械式継手(継手部に接続金具を用いた方式のもの)　

検査

施工

工法

・アーク溶接継手　

※審査(評定又は大臣認定)により定められた項目　　　・

※審査(評定又は大臣認定)された施工管理基準による　　　・

※審査(評定又は大臣認定)を受けた工法　　・

・1/100以内　　・評定条件又は認定条件による　・

(4.4.6)杭頭の処理(切断方法)　　

・切断する　

切断方法

杭頭の中詰め材料　　

※切断しない

※基礎のコンクリートと同調合のもの　　・　　

コンクリート杭地業

５ 場所打ち

  高炉セメントB種　　　・

2

コンクリートの設計基準強度　　  (　　　　)N/㎜

コンクリートの種別　　

(4.5.4)

(4.5.4)(表4.5.1)

(4.5.4)

Ｇ

鋼管巻き材料　　

・オールケーシング工法(・揺動式　・全周回転式)　(孔内の水張り　・行う　・行わない)

・アースドリル工法　(安定液　・使用する　・使用しない)

・拡底杭工法 (安定液　・使用する　・使用しない)

・場所打ち鋼管コンクリート杭工法

・リバース工法

掘削工法 (4.5.5)

構造体強度補正

・評定条件又は認定条件による

・3N/㎜   ・
2

・A種　・B種

併用する工法

セメントの種類　　

(4.5.1)(4.5.5)

鋼管径、板厚、長さ等

鉄筋の重ね継手長さ、主筋の基礎底盤への定着長さ　　 (4.5.4)

・試験杭(　　)箇所及び本杭(　　)箇所とし、位置は構造図(　　　　　　)による　　

測定方法　

測定箇所数及び測定位置

・行わない

※行う　　

孔壁測定 (4.5.5)

杭の精度

水平方向の位置ずれ　　

(4.5.5)

帯筋　　

鉄筋かごの補強　　

鉄筋の最小かぶり厚さ

・100㎜　・

(4.5.4)

(4.5.4)

・100㎜以下　・

・超音波測定器　・

・図示による（　　　　）

杭の傾斜　　

・構造関係共通図(配筋標準図)6.2帯筋(a)④丸形(ロ)による

杭断面・長期許容支持力等

試験杭

本杭

軸径 セット数

(mm)

長期設計支持力

(kN/本)

備考拡底径

(mm)

試験杭の位置、本数及び寸法　　

試験杭 (4.5.4)(4.5.5)

杭長

(m)

・SKK400　・SKK490　・

※ 再生クラッシャラン Ｇ

６ 砂利地業 材料

厚さ及び適用範囲

・ 切込み砂利及び切込み砕石

厚さ

・ 60

 ・ 100

適用箇所

・基礎スラブ下　・基礎梁下　・土間コンクリート下　・土に接するスラブ下

７ 捨コンクリート地業 厚さ及び適用範囲

厚さ

 ・ 50

 ・

適用箇所

・基礎スラブ下　・ 基礎梁下　・土に接するスラブ下

(4.6.4)

８ 床下防湿層

・建物内の土間スラブ及び土間コンクリート下(ピット下を除く) ・

(4.6.5)

防湿工法　

防湿層の位置　

・ポリエチレンフィルム厚さ0.15㎜以上　　・

(4.6.5)

(4.6.5)

施工範囲

(4.6.3)

・1/100以内　　・評定条件又は認定条件による　・

９ 地盤改良

（セメント系固化材

　を用いた工法によ

　る改良）

・浅層混合処理工法

工法

改良範囲、仕様(計測、試験等含む。)は図示による。

・深層混合処理工法

改良範囲、仕様(計測、試験等含む。)は図示による。

１０ 置換コンクリート地業 形状等

　(ラップルコンクリー

　ト地業) 支持地盤の長期設計支持力

支持地盤

型枠使用の有無

(　　　　　　　　) kN/m

・ 無し

2

・ 有り

型枠の使用箇所等は図示による

5
鉄
筋
工
事

１ 鉄筋の種類
規格の名称

(異形鉄筋)

鉄筋コンクリート

種類の記号 適用箇所

用棒鋼

・ SD295

・ SD345

網目の形状、寸法、鉄線の径 (㎜) 適用箇所

形状等２ 溶接金網
(5.2.2)

種類 種類の記号

・ 溶接金網

・ 鉄筋格子

抜取試験　 (5.4.10)

・超音波探傷試験　

・引張試験

試験片の採取数は、１ロットに対して(※３本・５本)とする

試験ロット：１組の作業班が１日に行った圧接箇所とする。なお、200箇所を超えるとき

　　　　　　 は200箇所ごととする

試験片を採取した箇所の処置：標準仕様書5.4.9による

試験の箇所数等

試験ロット：１組の作業班が１日に行った圧接箇所とし、無作為に抜き取る。

(5.2.1)(表5.2.1)

３ 圧接完了後の試験

呼び径(mm)

※ D16以下

※ D19以上

(5.4.10)外観試験　

※行う(全数)

継手方法

適用箇所

・ 柱主筋

・ 梁主筋

・ 基礎スラブ、耐圧スラブ、

土圧壁など

・ 杭主筋

継手方法と適用径の範囲

・ ガス圧接継手(D19以上)　　・

・ ガス圧接継手(D19以上)　　・

・ ガス圧接継手(　　　　　　)

・ 重ね継手(　　　　　　)

・ 重ね継手 ・

・ 耐力壁 ・ 重ね継手　・

４ 鉄筋の継手 (5.5.3)(5.6.3)

６ 主筋の継手位置等 (5.3.4)カットオフ鉄筋の長さ

・構造関係共通図(配筋標準図)5.1、6.1、7.1、7.3による(　・全て　・下記以外全て )

・上記以外の位置

基礎梁主筋の継手

・構造関係共通図(配筋標準図)図5.2による( ・全て ・図示 ・　  　   )

・構造関係共通図(配筋標準図)図5.3による( ・全て ・図示 ・　       )

・構造関係共通図(配筋標準図)図5.4による( ・全て ・図示 ・ 　      )

７ 鉄筋のかぶり厚さ (5.3.5)最小かぶり厚さ(目地底から算出を行う)

及び間隔

・有り　適用箇所(　　　　　　　　　)

・無し

(溶接金網含む)

柱及び梁の主筋にD29以上の使用の有無

主筋のかぶり厚さ　

・無し

・最小かぶり厚さ(　　　　　)㎜　

・構造関係共通図(配筋標準図)表4.1による

・

・構造関係共通図(配筋標準図)表4.1に加える厚さ　　(　　)㎜

・有り　適用箇所(　　　　　　　　　)

特殊な要求性能におけるコンクリートの部分(耐久性上不利な部分)

８ 機械式継手

種類(　　　　　　　　　　　　　　　　)

(5.5.3)適用箇所

(5.5.3)

性能(H12建告第1463号に適合するもの)　

カプラー等の接合部分の相互のあき、最小かぶり厚さ　

・Ａ級　・

(5.5.3)

(5.5.3)

品質の確認方法、不良となった継手の修正方法等　 (5.5.5)

・構造関係共通図(配筋標準図)による。１０ 各部配筋

組立の形の種別　　１１ 帯筋

・構造関係共通図(配筋標準図)6.2(　　　　　　　　　　　　　　形　)による

補強形式１３ 梁貫通孔の補強

耐震壁　　

一般壁　　１２ 壁開口部の補強

・

・

・認定工法

梁貫通孔径(部材記号含む)及び配筋種別リスト

・構造関係共通図（配筋標準図）8.4(　　　　　形　)による

・ 行わない

試験の箇所数は、１ロットに対して３０箇所とする。

※

※

　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・鉄筋継手工事標準仕様書による　・図示による（　　　　）

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・構造関係共通図(配筋標準図)11.2(　　　　　形　)による

・図示　・

（１）図面及び本特記仕様に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の「公共建築工事標準仕様書

（２）本特記仕様書の表記

　２）特記事項は、

・ 印と ※ 印の付いた場合は、共に適用する。

　３）特記事項に記載の（     ）内表示番号は、標準仕様書の当該項目、当該図又は当該表を示す。

・ 印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。

・ 印の付いたものを適用する。

○

○ ○

○

　４） 　 印は、「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律」（平成12年法律第100号）に基づく「環境物品等の

調達の推進に関する基本方針（平成25年2月閣議決定）」に定める判断の基準を満たす物品を示す。
□Ｇ

（建築工事編）（令和４年版） 」（以下、「標準仕様書」という。）による。

　１）項目は、番号に　 印の付いたものを適用する。○

種別

通し番号

作成日

縮尺

担当

図面名

設計番号 工事名称

一級建築士事務所

建設コンサルタント

法適合確認結果等：設備関係規定に適合することを確認した

登録番号 東京都第1033号　

登録番号 建01第843号

総括

法適合確認結果等：構造関係規定に適合することを確認した

04584-010

一級建築士第267567号 河田　健

・ SD390 ※ D29以上

スラリー比重の確認 ※行う ・行わない

スラリー比重の確認 ※行う ・行わない

杭の載荷試験 (4.2.3)

・行う　（・水平載荷試験　　・鉛直載荷試験）

※行わない

試験位置及び載荷荷重

・図示

・遠心力プレストレスト鉄筋コンクリート杭(PRC杭)

根固め液及び杭周固定液の管理試験

・図示による（　）　

・標仕4.3.4による　

杭の支持地盤への根入れ深さ　　

※工法ごとに定められた条件による　

　　※有効率100％対応製品　

・標準品　

その他

・既製コンクリート基礎ぐいの施工については、国土交通省告示468号「基礎ぐい工事の適正な
(4.3.9)

　施工を確保するために講ずべき措置」によるものとする。

コンクリートのスランプ

・（　　　　）

・鉄筋の種類が異なる場合、形状が著しく異なる場合又は径の差が7㎜を超える場合は、圧接を

　行ってはならない。ただし、鉄筋の種類が異なる場合においては、SD345とSD390の圧接を行う

　ことができる。

(4.5.4)(4.5.6)

５ 鉄筋の定着長さ 鉄筋の定着長さ

・図示による（　　　　）

(5.3.4)

機械式定着工法の適用箇所及び種類

・図示による（　　　　）

９ 溶接継手 適用箇所

性能(H12建告第1463号に適合するもの)　

・Ａ級　・

(5.6.3)

(5.6.3)

品質の確認方法、不良となった継手の修正方法等　

・図示　・

・鉄筋継手工事標準仕様書による　・図示による（　      ）

鉄筋相互のあき

・図示による（　　　　）

溶接継手の工法

・図示による（　　　　）　・重ねアーク溶接

(5.6.3)

(5.6.3)

・在来工法

・図示

1 -

S -

ラーメン

ラーメン

新発田地域広域事務組合新庁舎　新築工事 

新発田市中田町三丁目9-1、9-3、9-4、10、30、30番地先水路、30-2

4.573

184.16

3.973

0.117

2

1.0

1

1

庁舎,消防署,自動車車庫

30

130

9.0

柱の軸部:閉鎖形、仕口部:Ｈ

S-303

A1: -
A3: -

キャノピー　構造特記仕様書(1)
S-301

-

100

・基礎スラブ下



１ コンクリートの

種類及び品質
6
コ
ン
ク
リー

ト
工
事

※ 普通コンクリート　　・軽量コンクリート

設計基準強度 気乾単位
適用範囲

Fc (N/mm ) 容積質量(t/m )3

2.3程度

(6.2.1～4)

スランプ

(cm)

15
・ 

又は

18

※ 65

２ コンクリート 類別

・ Ⅱ類

(6.11.1)

※ Ⅰ類　

３ セメントの種類 セメントの種類

※ 普通ポルトランドセメント又は

混合セメントのＡ種

・ 高炉セメントＢ種 Ｇ

適用箇所

下記以外全て

・1FLより下部(立ち上がり部含む)

普通ポルトランドセメントの品質は、JIS R 5210に示された規定の他、次の規定の全てに

適合するものとする。ただし、無筋コンクリートに用いる場合を除く。

水和熱 7日

28日

352J/g以下

402J/g以下

(6.3.1)(表6.3.1)

・ フライアッシュセメントＢ種 Ｇ ・

４ 骨材の種類 使用骨材のアルカリシリカ反応性による区分

　A

 ・B

(6.3.1)

５ 混和材料 (6.3.1)

(コンクリート中のアルカリ総量 Rt=3.0kg/m 以下)
3

(JIS A 6204によるＡＥ剤、ＡＥ減水剤又は高性能ＡＥ減水剤とし、

(JIS A 6201によるフライアッシュのⅠ種、Ⅱ種若しくはⅣ種、

JIS A 6206による高炉スラグ微粉末、

化学混和剤の塩化物イオン量による区分はⅠ種とする。

６ 無筋コンクリート コンクリートの種類

※普通コンクリート　・ (6.14.1)～(6.14.3)

設計基準強度
セメントの種類 適用箇所

Fc (N/mm )

・普通ポルトランドセメント

スランプ

(cm)

※18

・

※15

又は18
又は混合セメントのA種

・高炉セメントB種

・フライアッシュセメントB種

７ 打継ぎの位置、

目地寸法 (6.6.4)(6.8.1)(9.7.3)

ひび割れ誘発目地の位置

　　※ひび割れ誘発目地、打継目地の深さ寸法は、躯体外側の打ち増し厚さ部で処理する

(6.8.1)

(6.2.5)(6.8.2)

適用箇所種別

・ A種

・ C種

・ B種

合板せき板を用いるコンクリートの打放し仕上げ８ コンクリートの仕上り

９ 打増し厚さ

・打放し仕上げの打増し厚さ(外部に面する部分に限る)

・20㎜　 ・

(6.8.2)

・打放し仕上げの打増し厚さ(内部に面する部分に限る)

・10㎜　・20㎜　 ・

・外装タイル後張り面の打増し処理

・20㎜　 ・

打増し厚さ

打増し範囲

・床型枠用鋼製デッキプレートの梁側面部の打増し処理

・10㎜　・20㎜

プレートが支持される梁の側面について下記の打増しを行なう

１０ 型枠 せき板の材料

・合板　　※12㎜　　・　㎜　

(6.8.2)

スリーブの材種

・標準仕様書 6.8.2(9)(ｲ)及び標準仕様書 表6.8.1による

・床型枠用鋼製デッキプレート

(6.8.2) (表6.8.1)

１１ 型枠の存置期間及び 標準仕様書6.8.4による。 (6.8.4)

１２ コンクリートの養生 標準仕様書第6章第7節による。 (6.7.1～3)

使用箇所等　※図示　・

１３ 圧縮強度及び試験方法 標準仕様書6.5.5、6.9.2、6.9.3、6.9.4による。 (6.5.5)(6.9.2～4)

１５ コンクリートの単位 ・ 行わない

・ 行う

実施要領　　

(1)単位水量の測定は、150m に1回以上及び荷下し時に品質の異常が認められた時に実施する。

(2)単位水量の上限値は、標準仕様書6.3.2(ｲ)(c)による。

(3)単位水量の管理目標値は次の通りとして、施工する。

ある場合はそのまま施工する。

2)測定した単位水量が、設計値±15を超え±20kg/m  の範囲にある場合は、水量変動の原因

を調査するとともに生コン製造者に改善を指示し、その運搬車の生コンは打設する。その後、

設計値±15kg/m 以内で安定するまで、運搬車の３台毎に１回、単位水量の測定を行う。

3)設計値±20kg/m を超える場合は、生コンを打込まずに持ち帰らせ、水量変動の原因を調査

するとともに生コン製造者に改善を指示しなければならない。その後の全運搬車の測定を

行い設計値±20kg/m 以内であることを確認する。更に、設計値±15kg以内で安定するま

で、運搬車の３台毎に１回、単位水量の測定を行う。

(4)単位水量管理についての記録を書面(計画調合書、製造管理記録、打込み時の外気温、コンク

リート温度等)と写真により提出する。

(5)単位水量の測定方法は、高周波誘電加熱乾燥法(電子レンジ法)、エアメータ法又は静電容量

測定法による。また、試験機関は該当コンクリート製造所以外の機関とする。

4)3)の不合格生コンを確実に持ち帰ったことを確認する。

1)測定した単位水量が、計画調合書の設計値(以下、「設計値」という。)±15kg/m  の範囲に

鉄

7

骨
工
事

１ 鉄骨の製作工場 製作工場の加工能力

(株)日本鉄骨評価センター及び(株)全国鉄骨評価機構(旧(社)全国鐵構工業協会)の「鉄骨製

作工場の性能評価基準」に定める「(　　)グレード」として国土交通大臣から認定を受け

・建築基準法第77条の45第1項に基づき国土交通大臣から性能評価機関として認可を受けた

た工場又は同等以上の能力のある工場

(7.1.3)

・監督職員の承諾する製作工場

・適用しない

(7.1.3) (7.1.4)(7.6.2)(7.12.2)２ 施工管理技術者 ※適用する

５ 鋼材 鋼材の材質

種類の記号 規格等適用箇所

※ JIS規格による

※ JIS規格による

※ JIS規格による

※ JIS規格による

※ JIS規格による

（7.2.1)(表7.2.1)

６ 高力ボルト 区分

・トルシア形高力ボルト

・JIS形高力ボルト

高力ボルトの径

すべり係数試験

※行わない ・ 行う

(7.2.2)(7.3.2)

(7.4.2)

７ 縁端距離、ボルト間隔、 高力ボルト、普通ボルト及びアンカーボルトの縁端距離、ボルト間隔、

※構造関係共通図(鉄骨標準図) 1 縁端距離及びボルト間隔による　・

ボルト径、ゲージ等

(7.2.2)(7.3.2)

摩擦面の処理

※ブラスト処理(表面粗度50μmRz以上)

　・ブラスト処理以外の特別な処理方法

　・図示による（　　　　）

８ 溶融亜鉛めっき高 セットの種類

・1種(F8T相当)　・

(7.2.2)

(7.12.5)

   材質

適用

・構造用アンカーボルト

・SS400 ・

・

・建方用アンカーボルト

９ アンカーボルト

保持及び埋込み工法

・構造用

・建方用

・標準仕様書 表7.10.1　( ・A種　・B種 )による　・

(7.2.4)(表7.2.3)(7.10.3)

(7.10.3)(表7.10.1)

(7.2.9)１０ 柱底均しモルタル

無収縮モルタルの材料及び調合

材料、調合等

・標準仕様書 7.2.9による   　　・

品質及び試験方法

・標準仕様書 表7.2.5による   　　・

モルタルの種別

・無収縮モルタル　　・

工法の種別

・標準仕様書 表7.10.2

・Ａ種［モルタル厚さ50］　・Ｂ種［モルタル厚さ30］

・羽子板ボルト　　・

建築用ターンバックルボルト

建築用ターンバックル胴

・割枠式　　・

１１ ターンバックル 種類 (7.2.6)

ねじの呼び (7.2.6)

１２ デッキプレート (7.2.7)(6.8.3)工法の種別

・合成スラブ

・床型枠用

・

材質、形状及び寸法

鉄骨部材への溶接方法

耐火認定

・あり(CD管等打ち込み時の耐火被覆吹付　※要　・不要)　

１３ 頭付きスタッド

径(呼び名) 適用箇所長さ(呼び長さ)　mm

・ 80 ・ 100 ・ 12016φ

19φ

22φ

・ 80 ・ 100 ・ 130 ・ 150

・ 80 ・ 100 ・ 130 ・ 150

(7.2.8)

・柱、梁、ブレースのフランジ端部の完全溶け込み溶接部　

１４ 入熱､パス間温度の

適用箇所　　

鋼材と溶接材料の組合せと溶接条件　　

・

・構造関係共通図(鉄骨標準図)(5(7)鋼材と溶接材料の組合わせと溶接条件)による

・工事現場溶接の場合　

・工場溶接の場合　

完全溶込み溶接部の超音波探傷試験　　１６ 溶接部の試験

・

・

・

・

・

・・第６水準

・全て

検査水準

節

(7.6.12)

　行う

・行わない

AOQL(%)　　

・　

・4.0　・2.5

・4.0　・2.5

突合せ継手の食い違い仕口のずれの検査

・ 抜き取り検査①

独立行政法人建築研究所監修

「突合せ継手の食い違い仕口のずれの検査・補強マニュアル」による。

※ 抜き取り検査②

・行わない

スカラップの形状　　１５ 溶接接合 (7.6.7)

・改良型　・

鋼製エンドタブの切除

適用箇所

・行なう

・全て

塗料の種別

(7.8.2)(18.3.2)

　種別

鉄鋼面

・ 標準仕様書　表18.3.1 Ａ種

・ 標準仕様書　表18.3.1 Ｂ種

・

亜鉛めっき面

　種 別

・ 標準仕様書　表18.3.2 Ａ種

・

鋼製スリーブの内側(鉄骨に溶接されたもの)

　種 別

・ 標準仕様書　表18.3.1 Ｂ種

・

適用箇所

・ 屋外　(標準仕様書7.8.2の範囲以外)　・

・ 屋内　(標準仕様書7.8.2の範囲以外)　・

・

・屋外，屋内　・

・

・

・

１７ 錆止め塗装

適用箇所

適用箇所

建築図仕様書による１８ 耐火被覆

亜鉛めっきの種別 材 料 適用箇所

最小板厚1.6㎜ 以上、3.2㎜ 未満の形綱、鋼板

普通ボルト・ナット類、アンカーボルト類

最小板厚 3.2㎜ 以上、6.0㎜ 未満の形綱、鋼板

最小板厚 6.0㎜ 以上の形綱、鋼板

C種(HDZ35)

B種(HDZ45)

A種(HDZ55)

１９ 溶融亜鉛めっき
(7.12.4)(表14.2.2)

種別等

２０ 梁貫通孔の補強 補強方法

適用箇所

・在来工法

※図示

・

そ
の
他

施工の関係上やむを得ず発生する可能性の高い変更事項への対応方法について、

・ 杭の芯ずれを考慮した検討

あらかじめ検討の範囲及び対応方法

・ 杭の長さの変更を見込んだ検討

・ 梁貫通孔の大きさと位置の変更を見込んだ検討

あらかじめの検討を行っている部分

あらかじめ検討の範囲及び対応方法

あらかじめ検討の範囲及び対応方法

１ 軽微な変更の対応

本検討は、計画通知の変更を要しない範囲及び対応方法を定めるものであり、

品質管理上の施工誤差を許容するものではない。

・ 

・

（7.3.3)

※(一社)日本建築学会「JASS 6 鉄骨工事」付則6［鉄骨精度検査基準］

付表５［工事現場］による。

(7.10.2)４ 建方精度

  コンクリート打設時の充填性の確認のため、型枠の一部に透明型枠等を使用する

場合は、強度、変形等について、事前に監督職員と協議すること

・JIS B 1220 ABR400

・JIS B 1220 ABR490

アンカーボルト及びナットのねじの種類の規格、ねじの等級の規格及び仕上げの程度

・標準仕様書　表7.2.3による

・

※

また、防錆材を併用する場合はJIS A 6205による防錆材とする。）

JIS A 6207によるシリカフューム又はJIS A 6202による膨張剤とする。)

・標準仕様書 9.7.3(1)(ｱ)～(ｳ)による

※

AOQL(%)　　

・全て　

・図示　・

　図示※　　　　・

　図示※　　　　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示　・

・図示

・認定工法・

　図示※

　図示※

　図示※

　図示※

・図示　・

外観検査　・行う　・行わない

めっき付着量の検査　・行う　・行わない

３ 製作精度 ※(一社)日本建築学会「JASS 6 鉄骨工事」 付則6［鉄骨精度検査基準］による。　

※通しダイアフラムの許容誤差

・全てのダイアフラムはH12建告第1464号第二号イ(1)(2)に規定する仕様を満足すること

・ダイアフラムをH12建告第1464号第二号イ(1)(2)に規定するただし書きの計算確認有り

補強方法

・｢突合わせ継手の食い違い仕口のずれの検査・補強マニュアル｣による

・

・捨てｺﾝｸﾘｰﾄ　保護ｺﾝｸﾘｰﾄ

・設備基礎

・捨てｺﾝｸﾘｰﾄ　保護ｺﾝｸﾘｰﾄ

・設備基礎

種別

通し番号

作成日

縮尺

担当

図面名

設計番号 工事名称

一級建築士事務所

建設コンサルタント

法適合確認結果等：設備関係規定に適合することを確認した

登録番号 東京都第1033号　

登録番号 建01第843号

総括

法適合確認結果等：構造関係規定に適合することを確認した

04584-010

一級建築士第267567号 河田　健

１４ 構造体コンクリートの 外観の確認は全数行う。寸法確認は抽出とし、監督職員と協議を行う。 (6.9.6)

凍害対策、高強度コンクリートの養生方法について施工計画書に記載する。

・なし
既に構築されている躯体部分（RC・S・SRC）に、

新たに埋設物・開口等を設ける場合には、それらの大小、

２ 構築された躯体の改変

設置位置等に拘わらず、すべて工事監理者との協議を行う。

水ｾﾒﾝﾄ比

(％)

単位水量

(kg/m3)

・ 
※ 185・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

コンクリートの構造体強度補正値（S）

　※標準仕様書　表6.3.2　　・図示による（　　　　）

・寒中コンクリート　適用期間（　　　　）

・マスコンクリート　適用箇所（　　　　） (6.13.1)

打継の位置

梁及びスラブ

  ※スパンの中央又は端から1/4の付近

  ・図示による（　　　　）

柱及び壁

  ※スラブ、壁又は基礎の上端

  ・図示による（　　　　）

(6.6.4)

・図示による（　　　　）

・図示による（　　　　）

※図示による（　　　　）

※図示による（　　　　）

※図示による（　　　　）

(6.2.5)(6.8.2)

適用箇所種別

・ a種

・ c種

・ b種

コンクリートの仕上がりの平坦さ

・見えがかり部　　　・打ち放し部

・a種およびc種以外

・基礎部　　　　　　・隠ぺい部

・せき板に断熱材を兼用した型枠材

・MCR工法用シートの適用

・普通エコセメント（　　　日以上）

　・行う　　　・行わない

(7.3.10)仮組の実施

ナット回転法でボルトの長さがねじの呼びの5倍を超える場合の回転量

・図示による（　　　　）

(7.4.7)

ナット回転法でボルトの長さがねじの呼びの5倍を超える場合の回転量

・図示による（　　　　）

(7.4.7)

(7.10.2)

外観検査

※「鉄骨造の継手又は仕口の構造方法を定める件」第二号による

　試験方法　※目視　※計測　・図示による（　　　　）

※（一社）日本建築学会「JASS6 鉄骨工事」　付則6「鉄骨精度検査基準」付表3「溶接」による

　試験方法　※目視　※計測　・図示による（　　　　）

・耐火被覆材を接着する面への塗装

　※行う

　　接着破壊しない耐火被覆材を選定すること

　・行わない

　　適用範囲　・図示による（　　　　）

(7.8.2)

キャノピー　構造特記仕様書(2)
S-302

A1: -
A3: -

ひび割れ誘発目地、

打継目地

取外し

方法

仕上り及びかぶり厚さ

の確認

水量測定

ゲージ等

力ボルト

溶接条件

(あらかじめ検討)

2

 18・ 24 基礎、基礎梁、礎柱2.3程度  60  180

・混和剤の種類

・混和材の種類

2

・建築図による

３

３

３

３

３

３

M

SN400B 柱、大梁

SN490C

SS400

埋め込み柱脚部の柱

ベースプレート、ダイヤフラム

小梁、二次部材



（ａ）鉄筋の折曲げ内法直径及びその使用箇所は、表1.1を標準とする。

（ａ）次の部分に使用する異形鉄筋の末端部にはフックを付ける。

梁

床版

壁

壁柱

壁

壁
梁

床版

壁

図2.1

（２）梁主筋の重ね継手が、梁の出隅及び下端の両端（図2.1の　　）にある場合（基礎梁を除く）

（１）柱の四隅にある主筋（図2.1の　　）で、重ね継手の場合及び最上階の柱頭にある場合

（５）帯筋、あばら筋及び幅止め筋

（３）煙突の鉄筋（壁の一部となる場合を含む）

（４）杭基礎のベース筋

（ａ）鉄筋の重ね継手

表3.1　鉄筋の重ね継手の長さ

（３）径が異なる鉄筋の重ね継手の長さは、細い鉄筋の径による。

（１）原則として、D35以上の異形鉄筋については、重ね継手を用いない。

コンクリートの

設計基準強度
２

Ｆｃ（Ｎ/ｍｍ ）
(フックなし)

１Ｌ

18

(フックあり)

21

24 27

45d

40d

35d

30d

30 33 36 35d 25d

（注）１．Ｌ　　L　　：フックなし重ね継手の長さ及びフックあり重ね継手の長さ

　　　２．フックありの場合のＬ　 は、図3.1に示すようにフック部分　　を含まない。１ｈ

１,

図3.1

Ｌ

ただし、壁の場合及びスラブ筋でＤ１６以下の場合は除く。

ａ

フックなしの場合

フックありの場合

Ｌ

ａ

Ｌ１

ａ

１

表3.2　隣り合う継手の位置

ａ＝0.5Ｌ

Ｌ

Ｌ１ｈ

１ｈ

1ｈ

Ｌ

Ｌ

ａ≧400mm以上、かつ、a≧(b+40)mm以上

１Ｌ ａ

Ｌ１ｈ ａ

１

１ｈ

ａ≧0.5Ｌ 1ｈ

ａ ａ≧400mm

b

圧接継手・溶接継手

カップラー

（３）隣り合う継手の位置は、表3.2による。

なお、先組み工法等で、柱、梁の主筋の継手を同一箇所に設ける場合は、構造図による。

Ｌ 、Ｌ 又はＬ１ ２ ３

余長

図3.2　定着の方法

　　　表3.4に示す長さ（かつ、梁主筋の柱内定着においては、原則として、柱せいの3/4倍以上、小梁の場合は1/2以上）を

（２）梁主筋の柱内定着の方法は図3.2による。

　　　なお、仕口内に縦に折り曲げて定着する鉄筋の定着長さLが、表3.3のフックあり定着の長さを確保できない

　　　場合は、全長を表3.3に示す直線定着の長さとし、かつ、余長を8d以上、仕口面から鉄筋外面までの投影定着長さを

直線定着の長さ

（イ）直線定着の長さ及びフックあり定着の長さ （ロ）折曲げ定着の方法

フックあり定着の長さ

全長

Ｌ  ,Ｌ  又はＬ１h ２h ３h

末端部

図3.4　スパイラル筋の継手及び定着

中間部

（重ね継手）

（１）溶接金網の継手及び定着は、図3.3による。

（２）スパイラル筋の継手及び定着は、図3.4による

以上の

添巻き

1.5巻

d

≧6d

重ね継手

150mm以上１節半以上、かつ、

スラブの場合

50d

図3.3　溶接金網の継手及び定着

d

≧6d ≧6d

5
0
d

≧6d

d d

150mm以上

Ｌ １３ Ｌ

鉄筋１節半以上、かつ、

Ｌ２

壁の場合

Ｌ １

鉄筋

（柱頭又は柱脚部）

　　　なお、Ｌ　は表3.2にＬ　及びＬ　は表3.3の（注）による。２ ３

（ａ）鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さは、表4.1による。

かぶり厚さを定める。

ただし、柱及び梁の主筋にＤ２９以上を使用する場合は、主筋のかぶり厚さを径の1.5倍以上確保するように最小

（注）１．＊印のかぶり厚さは、普通コンクリートに適用し、軽量コンクリートの場合は構造図による。

煙突等高熱を受ける部分

構造部分の種別

表4.1　鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さ(単位：mm )

柱，梁，スラブ，壁

基礎，擁壁，耐圧スラブ

擁壁，耐圧スラブ

　　　２．「仕上げあり」とは、モルタル塗り等の仕上げのあるものとし、鉄筋の耐久性上有効でない

　　　３．スラブ、梁、基礎及び擁壁で、直接土に接する部分のかぶり厚さには、捨コンクリートの

　　　　　　仕上げ（仕上塗材、塗装等）のものを除く。

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

屋内

ない部分

土に接し

る部分

土に接す

耐力壁以外の壁

スラブ，

柱，梁，耐力壁

最小かぶり厚さ

30

30

20

30

＊

　　　４．杭基礎の場合のかぶり厚さは、杭天端からとする。

　　　　　厚さを含まない。

　　　５．塩害を受けるおそれのある部分等、耐久性上不利な箇所は、構造図による。

（３）隣り合う鉄筋の平均径（呼び名の数値）の1.5倍

（１）粗骨材の最大寸法の1.25倍

（２）２５ｍｍ

（Ｄは、鉄筋の最大外径）

図4.1　鉄筋相互のあき

Ｄ あき Ｄ

間隔

（ｂ）柱、梁等の鉄筋の加工に用いるかぶり厚さは、最小かぶり厚さに１０ｍｍを加えた数値を標準とする。

（ｃ）鉄筋組立後のかぶり厚さは、最小かぶり厚さ以上とする。

（ｄ）鉄筋相互のあきは図4.1により、次の値のうち最大のもの以上とする。

　　　ただし、機械式継手の場合のあきは、構造図による。

（ｅ）鉄骨鉄筋コンクリート造の場合、主筋と平行する鉄骨とのあきは（ｄ）による。

（ｆ）貫通孔に接する鉄筋のかぶり、厚さは（ｃ）による。

仕上げなし

仕上げあり

40

30
屋外

40

40

60

＊

60

ａ＝0.5Ｌ 1 ａ≧0.5Ｌ 1

　－　

（４）柱及び梁の主筋並びに耐力壁の鉄筋の重ね継手の長さは、特記による。耐力壁の鉄筋の重ね継ぎ手の場合、

　　　３．軽量コンクリートの場合は、表の値に５ｄを加えたものとする。

１　鉄筋の加工

２　異形鉄筋の末端部

３　鉄筋の継手及び定着
４　鉄筋のかぶり及び間隔

機

械

式

継

手

重

ね

継

手

圧
接
継
手

　－　

SD295

SD345

SD390

鉄筋の

種類

折曲げ

折　曲　げ　図
角度

表1.1　鉄筋の折曲げ形状及び寸法

折曲げ内法直径(D)

以下

D16 D19

～D38

SD295,SD345

90°

90°

135°

135°

180°

3d以上 4d以上

及び

D19

～D38

5d以上

SD390

４ｄ以上

６ｄ以上

８ｄ以上

４ｄ以上

Ｄ

Ｄ

Ｄ

Ｄ

Ｄ

ｄ

ｄ

ｄ

ｄ

ｄ

４ｄ以上

３．１　継手及び定着
４．１　最小かぶり厚さ

１ｈＬ

35d 25d

表3.3　鉄筋の定着の長さ

直線定着の長さ

小梁
１Ｌ

スラブ

10d

３Ｌ

フックあり定着の長さ

－

（注）１．Ｌ   L 　：２．以外の直線定着の長さ及びフックあり定着の長さ

　　　２．Ｌ　 L　 ：割裂破壊のおそれのない箇所への直線定着の長さ及びフックあり定着の長さ

　　　５．フックあり定着の場合は、図3.2(イ)に示すようにフック部分　 を含まない。また、中間部での折曲げは行わない。

　　　３．Ｌ　：小梁及びスラブの下端筋の直線定着長さ。（基礎耐圧スラブ及びこれを受ける小梁は除く。）

鉄筋の

種類

コンクリートの

設計基準強度
２Ｆｃ（Ｎ/ｍｍ ）

40d

35d

30d

18

20d

１,

２,

３

（１）鉄筋の定着の長さは、表3.3による。

（ｂ）鉄筋の定着

　　　６．軽量コンクリートを使用する場合は、表3.3の値に５ｄを加えたものとする。

SD295

SD345

SD390

21

24 27

30 33 36

45d

40d

35d

30d35d

Ｌ １ｈＬ ２ｈＬ２

３ｈＬ

かつ

150mm

以上

小梁 スラブ

10d

18

21

24 27

50d

45d

35d

30d

30 33 36 35d 25d

40d 30d

21

24 27

50d 35d

30 33 36 40d 30d

45d 35d

１ｈ

35d 30d

40d

35d

30d

18

21

24 27

30 33 36

50d

45d

35d

40d 35d

40d

35d

21

24 27

30 33 36

50d

40d

45d 40d

25d30d

20d25d

20d25d

30d35d

25d30d

25d30d

20d25d

30d35d

30d35d

25d30d

１ｈ

２ｈ

　　　４．Ｌ　 ：小梁の下端筋のフックあり定着の長さ３ｈ

定着起点 La（ただし、柱せいの3/4倍以上)

梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着長さ

定着起点

余長

全長

小梁及びスラブの上端筋の梁内折曲げ定着の投影定着長さ

　　　　　特記がなければ、４０ｄ（軽量コンクリートの場合は５０ｄ）と表3.1の重ね継手長さのうち大きい値とする。

表3.4　鉄筋の投影定着長さ

コンクリートの

設計基準強度
２

Ｆｃ（Ｎ/ｍｍ ）
Ｌ

18

21

24 27

20d

15d

15d

15d

30 33 36

（注）１．Ｌ　：梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着長さ

　　　２．Ｌ　：小梁及びスラブの上端筋の梁内折曲げ定着の投影定着長さ

a

　　　３．軽量コンクリートの場合は、表の値に５ｄを加えたものとする。

SD295

SD345

SD390

鉄筋の

種類
Ｌ

18

21

24 27

20d 20d

30 33 36

20d 15d

21

24 27

30 33 36

15d 15d

15d 15d

20d 20d

15d 15d

20d 20d

20d 20d

20d 15d

　　　　　　　　（基礎梁、片持ち梁及び片持ちスラブを含む。）

　　　　　　　　（片持ち小梁及び片持ちスラブを除く。）

１

Ｄ１０ Ｄ１３ Ｄ１６ Ｄ１９ Ｄ２２ Ｄ２５ Ｄ２９ Ｄ３２

建　　築

径

表1.1　鉄筋の断面表示　

１．１　適用範囲等

１．４　記号
（ａ）設計図中で使用する記号は、表1.1、表1.2を標準とする。

区分

記号 説明 説明記号

スラブの配筋種別

スラブ厚さ

階段の配筋種別

土間コンクリート

コンクリートブロック壁（ＣＢ壁）

杭の位置

試験杭の位置

打増しの範囲

S0 スラブ開口

ボーリング位置

梁・スラブの上がり下がりの範囲 （±　　） FLからの上がり下がり

表1.2　各階伏図における記号　

（ｂ）構造関係共通図（配筋標準図）は鉄筋コンクリート及び鉄骨鉄筋コンクリート造等における鉄筋の加工、組立等

　　　の一般的な標準図とする。

（ｄ）構造関係共通図（配筋標準図、鉄骨標準図）以外については、設計図及び監督職員の指示による。

１．３　用語の定義

（ａ）異形鉄筋の径（本文、図、表において「d」で示す。）は、呼び名に用いた数値とする。

（ｂ）長さ、厚さの単位は、特記なき限りｍｍとする。

１．２　優先順位
　（ａ）設計図書間で配筋方法に相違がある場合の優先順位は以下のとおりとする。

１．特記仕様書（構造関係）

２-２　構造関係共通事項（配筋標準図、鉄骨標準図）

２．図面

３．国土交通省大臣官房官庁営繕部制定「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（令和4年版）」

２-１　構造関係共通事項（配筋標準図、鉄骨標準図）を除く図面

構造関係共通事項

（ｃ）構造関係共通図（鉄骨標準図）は、鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリート造における鉄骨の加工、組立の一般的な標

　　　準図とする。

EW○○
EKW○○ 耐力壁の種別

50

建　築

径

表1.3　梁貫通孔記号　

区分 75 100 125 150 175 200 225 250 275 300 325 350 375 400

記号（建築用）

管名

表1.4　スリーブ材質の凡例　

鋼管

SP（白管）

溶融亜鉛めっき鋼板

GA

硬質塩化ビニル管（薄肉管）

VU

つば付き鋼管（黒管）

RS

建築用以外のスリーブ材質は各工事による。

総

則

構造関係共通図（配筋標準図）

（ａ）構造関係共通事項は、構造関係の共通的事項と、構造関係共通図（配筋標準図）、構造関係共通図（鉄骨標準図）

から構成される。

b

ba

（ｃ）その他の鉄筋の継手及び定着

（注）１．片持ちスラブ先端、壁筋の自由端側の先端で90°フック又は135°フックを用いる場合は、余長を4d以上とする。

　　２．90°未満の折曲げの内法直径は構造図による。

（幅止め筋）

１ｈ

のみ込ませる。

（注）1.　　　　は、表3.4の鉄筋の投影定着長さを示す。La、Lb

Lb（ただし、梁幅の1/2倍以上)

種別

通し番号

作成日

縮尺

担当

図面名

設計番号 工事名称

一級建築士事務所

建設コンサルタント

法適合確認結果等：設備関係規定に適合することを確認した

登録番号 東京都第1033号　

登録番号 建01第843号

総括

法適合確認結果等：構造関係規定に適合することを確認した

04584-010

一級建築士第267567号 河田　健

　　　　　なお、片持小梁及び片持スラブの場合は、20d及び10dを25d以上とする。

１

　　　７．Ｌ　 L　 ：構造計算ルート1及びルート2の仕様規定による場合は、40d以上を確保する。（令73条3項）２, ２ｈ

（２）鉄筋の重ね継手の長さは、表3.1による。

L

L

溶
接
継
手

・

A1: -
A3: -

キャノピー　構造関係共通事項(1)
S-303



②Ｗ－Ⅰ形（溶接を行う）

（イ）

①Ｈ形

③ＳＰ形（スパイラル筋）

（ロ） （ハ） （ニ）

（注）溶接は、鉄筋の組立前に行う。

６．１　柱主筋の継手、定着及び余長

６　柱の配筋

６．２　帯筋組立の形及び割付け

７　梁の配筋

５　基礎及び基礎梁の配筋

（１）梁筋は、連続端で柱に接する梁筋が同数の時は柱をまたいで引き通すものとし、鉄筋の本数が異なる場合は

図5.1のように反対側の梁に定着する。外端部や隅部等では折り曲げて定着する。

図5.1　梁筋の基礎梁内への定着

（２）（１）ができない場合は、梁筋を柱内に定着するものとし、7.1（ａ）（２）による。

（ａ）一般事項

５．１　基礎梁主筋の継手、定着及び余長

７．１　大梁（5.1基礎梁以外の大梁に限る）主筋の継手、定着及び余長

柱

梁 梁
２Ｌ

図5.2　主筋の継手，定着及び余長（その１）

継手長さ

継手長さ

 /4 0

15d（余長）

（ｂ）独立基礎で基礎梁にスラブが付かない場合の主筋の継手，定着及び余長

（ｃ） 独立基礎で基礎梁にスラブが付く場合の主筋の継手，定着及び余長

　　ただし，耐圧スラブが付く場合は，（ｄ）による。

継手長さ

図5.4　主筋の継手，定着及び余長（その３）

（ｄ）連続基礎及びべた基礎の場合の主筋の継手，定着及び余長

≧100

aＬ

aＬ

 /2 0  /4 0

 

 0

継手長さ 15d（余長）

 /2 0  /4 0

 0

 /4 0

15d（余長）

20d（余長）

20d（余長）

継手長さ

 /2 0  /4 0

 0

 /4 0

20d（余長）

継手長さ 15d（余長）

２Ｌ

図5.5　あばら筋組立の形及びフックの位置

一般の場合

≧8d

（ａ） あばら筋組立の形及びフックの位置は，7.2(a)による。ただし，梁の上下にスラブが付く場合で，かつ，

梁せいが1.5m以上の場合は，図5.5によることができる。

d

重ね継手とする場合

１hＬ

継手

（注）1.　柱の四隅にある主筋で，重ね継手の場合及び最上階の柱頭にある場合には，フックを付ける。

2.　隣り合う継手の位置は，表3.2による。

図6.1　柱主筋の継手，定着及び余長

≦
3
h
o
/
4

h
o

定着

h
o
/
2
+
1
5
d

1
5
d

かぶり厚さ

が多い場合

上階の鉄筋

下階の鉄筋

が多い場合

≧150 ≧150

≦
3
h
o
/
4 h
o

h
o

２
Ｌ

 
以

上

２
Ｌ

２
Ｌ

２
Ｌ

1
5
d

h
o
/
2
+
1
5
d

(2) フック及び継手の位置は，交互とする。

(3) 溶接する場合の溶接長さＬは，両面フレア溶接の場合は5d以上，片面フレア溶接の場合は10d以上とする。

(5) Ｈ形の135°曲げのフックが困難な場合は，Ｗ－Ⅰ形とする。

≧6d

Ｐ
＠

≧40d

≧8d

Ｐ
＠

Ｐ
＠

Ｐ
＠

Ｌ

d

Ｌ Ｌ

≧6d

Ｌ

≧6d

≧6d

(4) ＳＰ形において，柱頭及び柱筋の端部は1.5巻以上の添巻きを行う。

（イ） （ロ） （ハ）

（イ） （ロ）

④丸形

（イ） （ロ）

図6.3　帯筋の割付け

上下の柱断面寸法が異なる場合，

太い鉄筋又は同径のものを２本
帯筋は，一般の帯筋より１サイズ

重ねたものとする。

梁面より割り付ける。

帯筋

（注）柱に取り付く梁に段差がある場合，帯筋の間隔を1.5P ＠または1.5P ＠とする範囲は，その柱に

　　取り付くすべての梁を考慮して適用する。

　　  なお，P  ＠，P  ＠は，特記された帯筋の間隔を示す。

１

１

２

２

１1.5P ＠

１P ＠

２1.5P ＠

２P ＠

１1.5P ＠

図7.1　梁主筋の梁内定着

柱

梁 梁

(1) 梁主筋は，連続端で柱に接する梁の主筋が同数の時は柱をまたいで引き通すものとし、鉄筋の本数が異なる場合には

図7.1のように反対側の梁に定着する。外端部や隅部等では折り曲げて定着する。

(2) 梁主筋を柱内に折り曲げて定着する場合は次による。

　　なお，定着の方法は，3.1(b)(2)による。

上端筋：曲げ降ろす。

下端筋：原則として曲げ上げる。

(ａ) 大梁主筋の継手及び定着の一般事項

　　

(3) 段違い梁は，図7.2による。

１サイズ太い鉄筋又は同径のもの

吊上げ筋は，一般のあばら筋より

を２本重ねたものとする。

D≦100
柱

梁 梁

図7.2　段違い梁

L2

図7.3　大梁の重ね継手、定着及び余長

Ｄ

最上階

15d(余長)

二段筋

継手長さ

継手長さ

一般階

上端筋

下端筋

（注）1.　継手中心位置は次による。

　　　上端筋：中央　 /2以内

　　　下端筋：柱面より梁せい(Ｄ)以上離し，　/4を加えた範囲以内

2.　2.異形鉄筋の末端部(2)で定めた鉄筋には，フックを付ける。

 0

 0

3.　　　　　　印は，継手及び余長を示す。　　

4.　破線は，柱内定着の場合を示す。

(ｂ) ハンチのない場合の重ね継手，定着及び余長

 /4 0  /2 0  /4 0

15d(余長)

15d(余長)

 /4 0 Ｄ

 

 0

２Ｌ ２Ｌ

15d(余長)

20d(余長)

図7.4　ハンチのある大梁の定着及び余長

最上階

二段筋

一般階

（注）1.　2.異形鉄筋の末端部(2)で定めた鉄筋には，フックを付ける。

2.　　　　　　印は，継手及び余長を示す。　　

4.　破線は，柱内定着の場合を示す。

１Ｌ

１Ｌ １Ｌ

１Ｌ

１Ｌ １Ｌ

3.　梁内定着の端部下端筋が接近するときは，　　　 　のように引き通すことができる。

(ｃ) ハンチのある場合の重ね継手，定着及び余長

15d(余長) 15d(余長)

 /4 0  /2 0  /4 0

 

 0

２Ｌ
２Ｌ

１Ｌ １Ｌ

５．２　基礎梁のあばら筋

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

２Ｌ

aＬ

aＬ Ｌa

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

aＬ

図5.3　主筋の継手，定着及び余長（その２）

③Ｗ－Ⅱ形

Ｌ/2

④Ｗ－Ⅲ形
Ｌ

Ｌ

（注）１．図示のない事項は、7.1による。

３．破線は、柱内定着の場合を示す。

２．　　　　　　　　　印は、継手及び余長位置を示す。

（注）１．図示のない事項は、7.1による。

３．破線は、柱内定着の場合を示す。

２．　　　　　　　　　印は、継手及び余長位置を示す。

（注）１．図示のない事項は、7.1による。

３．破線は、柱内定着の場合を示す。

２．　　　　　　　　　印は、継手及び余長位置を示す。

図6.2　帯筋組立の形

※ Ｌa の数値は原則として柱せいの3/4倍以上とする。

※ Ｌa の数値は原則として柱せいの3/4倍以上とする。

※ Ｌa の数値は原則として柱せいの3/4倍以上とする。

※ Ｌa の数値は原則として柱せいの3/4倍以上とする。

※ Ｌa の数値は原則として柱せいの3/4倍以上とする。

（ａ）柱主筋の継手、定着及び余長の一般事項

（２）継手、定着及び余長は図6.1による。ただし、柱頭定着長さL  を確保できない場合は構造図による。2

（ａ）帯筋の種類及び間隔は、構造図による

（ｂ）帯筋の割付けは、図6.3による。

 ガス圧接を例として示す

（注）斜線は継手範囲

 /4 0  /2 0  /4 0

 0

 /4 0  /2 0  /4 0

 0

 ガス圧接を例として示す

 /4 0  /2 0  /4 0

 0

 ガス圧接を例として示す

（注）斜線は継手範囲

（注）斜線は継手範囲

5
0
0
以

上
,
か

つ
,
1
5
0
0
以

下
5
0
0
以

上
,
か

つ
,
1
5
0
0
以

下

（１）継手の中心位置は、梁上端から500㎜以上、1500mm以下かつ、3h  /4（h  は柱の内法高さ）以下とする。 0  0

種別

通し番号

作成日

縮尺

担当

図面名

設計番号 工事名称

一級建築士事務所

建設コンサルタント

法適合確認結果等：設備関係規定に適合することを確認した

登録番号 東京都第1033号　

登録番号 建01第843号

総括

法適合確認結果等：構造関係規定に適合することを確認した

04584-010

一級建築士第267567号 河田　健

２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ

※

※ ※
２Ｌ ２Ｌ

※

※
※

※

２Ｌ

２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

※

※

※

※

２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

※

※※

※

※

※※

※

※※

※

２Ｌ

（注）(1) H形を標準とする。

２Ｌ ２Ｌ

拘束筋(逆U字形落し込み筋)を

大梁帯筋と同径で各方向3組以上

配筋する。

キャノピー　構造関係共通事項(2)
S-304

A1: -
A3: -



７．２　あばら筋（5.2基礎梁のあばら筋以外に限る）の組立の形及び割付け等

７．３　小梁主筋の継手、定着及び余長

７．４　片持梁主筋の継手、定着及び余長

８　壁及びその他の配筋

８．４　壁の開口部補強

９　スラブの配筋

８．１　壁の配筋

９．１　スラブの配筋

（注）1.　(イ)形を標準とする。ただし，Ｌ形梁の場合は，(ロ)又は(ハ)，Ｔ形梁の場合は，(ロ)～(ニ)と

　　することができる。

2.　フックの位置は，(イ)の場合は交互とし，(ロ)の場合は，Ｌ形ではスラブの付く側，Ｔ形では交

図7.5　あばら筋組立の形

（イ）

d

（ロ） （ハ） （ニ）

　　互とする。なお、(ハ)の場合は床板の付く側を90°折り曲げとする。

図7.6　あばら筋の割付け（その１）

≧8d

P＠
＝30

≦P＠

Ｄ

・
・ ＝30・

・

Ｄ

P＠

≦P＠ ≦P＠

P＠P＠

≦P＠

(1)　間隔が一様で，ハンチのない場合

(2)　間隔が一様で，ハンチがある場合

≧6d

≧8d

≧6d

≧8d

(ａ) あばら筋組立の形及びフックの位置

(ｂ) あばら筋の割付け

（注）1. 腹筋に継手を設ける場合の継手長さは，150mm程度とし、柱等への、のみこみ長さは図7.6による。

2. 幅止め筋及び受け用幅止め筋は，Ｄ10-1,000＠程度とする。

図7.8　あばら筋の割付け（その３）

（注）1.　あばら筋は，柱面の位置から割り付ける。

2.　図中のＰ＠，Ｐ'＠は，特記されたあばら筋の間隔を示す。

(3)　梁の端部で間隔の異なる場合

P＠

Ｄ

P'＠

図7.9　腹筋及び幅止め筋

Ｄ
腹筋

2-D10

幅止め筋

2-D10

2-D10

2-D10

2-D10

2-D10

600≦Ｄ＜900 900≦Ｄ＜1,200 1,200≦Ｄ＜1,500

(ｃ) 腹筋及び幅止め筋

≦P'＠

 /4 0  /4 0

 

 0

P'＠

外端

（定着）

20d(余長） 20d(余長)

連続端

 /4 0  /2 0  /4 0

連続端

(ａ)　連続小梁の場合

図7.10　小梁主筋の継手，定着及び余長（その１）

15d(余長) 15d(余長)bＬ

３Ｌ ｈ

 /2 0 /4 0  /4 0  /2 0 /4 0  /4 0

 /6 0  /12 07  /4 0

 

 0  0

２Ｌ

20d(余長) 20d(余長)

15d(余長)15d(余長）

2.　梁内の定着筋において梁せいが小さく垂直で余長がとれない場合，斜めにしてもよい。

(ｂ)　単独小梁の場合

端部

図7.11　小梁主筋の継手，定着及び余長（その２）

（注）1.　　　　　　　印は，余長位置を示す。　　

3.　図示のない事項は，5.1及び7.1に準ずる。

2.　先端の折曲げの長さＬは，梁せいからかぶり厚さを除いた長さとする。

3.　図示のない事項は，7.1による。

(ａ)　先端に小梁のない場合

図7.12　片持梁主筋の定着及び余長

Ｌ

最上階一般階

（注）1.　　　　　　　印は，余長位置を示す。　　

 /6 0

３Ｌ ｈ

外端

Ｌb

 /2 0 /4 0  /4 0

15d(余長)

20d(余長) 20d(余長)

 /3 02

 0

 /6 0

３Ｌ ｈ

15d(余長)

15d
aＬ

３Ｌ ｈ Ｌ

15d  /32

３Ｌ ｈ

２Ｌ

 /32

小梁外端部

水平断面

小梁連続端部

片持梁

垂直断面

先端小梁

(頭つなぎ梁)
先端小梁

片持梁

片持梁筋

2.　先端小梁終端部の主筋は，片持梁内に水平定着する。

3.　先端小梁の連続端は，片持梁の先端を貫通する通し筋としてよい。

(ｂ)　先端に小梁がある場合

図7.13　片持梁主筋の定着

（注）1.　図示のない事項は，(a)による。　　

折下げ

片持梁筋

折下げ

２Ｌ

２Ｌ

(ａ) 壁の配筋は表8.1により、種別の適用は構造図による。

表8.1　壁の配筋

断面図　　（mm）種別

D10-150@シングル

W12

W15A

W15B

W18A

W18B

W20A

W20B

D10-100@シングル

D10-200@ダブル

D10-150@ダブル

D10-200@ダブル

D10-150@ダブル

D10-200@シングル

縦筋及び横筋

120

150

180

200

（注）壁筋の配筋順序は，規定しない。

(ｂ) 片持スラブ形階段を受ける壁の基準配筋は表8.2により、種別の適用は構造図による。

表8.2　片持スラブ形階段を受ける壁の配筋

断面図　　（mm）種別

D13-200@ダブル

D10-200@ダブル

D13-150@ダブル

D10-200@ダブル

縦筋及び横筋

180

200

（注）縦筋は，横筋の外側に配筋する。

階段の配筋　

種別（表10.1)

KW1

KW2

縦筋

横筋

縦筋

横筋

KA1

KA3

KA2

KA4

図8.1　壁の配筋

　　開口部を避けて配筋できる場合は、補強を省略することができる。

4.  幅止め筋は，縦横ともD10-1,000@程度とする。

２Ｌ

P＠

≦P＠ ≦P＠

≦P＠

≦P＠

P＠

柱

梁

主筋位置

主筋位置

梁

主筋位置主筋位置

（注）1.　開口部は柱及び梁に接する部分又は鉄筋を緩やかに曲げることにより

１Ｌ

端部（垂直及び水平断面）

1-D13

図8.2　壁の交差部及び端部の配筋

交差部（水平断面）

2-D13

外壁の端部（垂直及び水平断面）

1-D13

1-D13

1-D13 1-D131-D13
2-D13

1-D13

2-D13

1-D13

2-D13 4-D13

２Ｌ継手長さ

２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ ２Ｌ ２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

(ａ) 耐力壁を除く壁開口部の補強筋は，Ａ形は表8.3，Ｂ形は表8.4とし、適用は構造図による。

縦横

補強筋
壁の種別

表8.3　壁開口部補強筋（Ａ形）

W18，W20 2-D13

斜め

1-D131-D13

2-D13

W12，W15

表8.4　壁開口部補強筋（Ｂ形）

縦横

2-D13

4-D13 2-D13

斜め

1-D13

壁の種別

W18，W20

W12，W15

補強筋

(ｂ) 壁開口部補強筋の定着長さは図8.3による。

開口

図8.3　壁開口部補強筋の定着長さ

１Ｌ

１Ｌ

１Ｌ

１Ｌ

表9.1　スラブの配筋（S形）

図9.1　スラブの配筋

配筋

D13-100@S 1

S 2

S 3

S 4

S 5

S 6

同　上

D13-150@

全域

（注）上端筋，下端筋とも同一配筋とする。

種別

 短辺方向（主筋）

全域

 長辺方向（配力筋）

S 7

同　上

同　上

同　上

    D10,D13-150@D13-100@

D13-150@

D13-150@

D10,D13-150@

D10,D13-150@

D10,D13-150@

D10-150@

長辺方向（配力筋）

短辺方向

短辺方向（主筋）

柱柱

柱 柱

大梁

大
梁

小
梁

長
辺

方
向

（注）1.　配筋の割付けは，中央から行い，端部は定められた間隔以下とする。

2.　鉄筋の重ね継手長さはL1とする。

配筋

S 8

S 9

S10

S11

S12

同　上

全域種別

 短辺方向（主筋）

全域

 長辺方向（配力筋）

同　上

同　上

D10-150@

D10-200@

D10-200@

D10,D13-200@

    D10,D13-150@

    D10,D13-200@

D10-250@

図9.3　スラブ筋の定着長さ及び受け筋（その２）

一般スラブの場合

（イ） （ロ） （ハ）

受け筋 (D13)

図9.2　スラブ筋の定着長さ及び受け筋（その１）

受け筋 (D13)

(D13)

受け筋

(D13)

受け筋

(D13)

受け筋

(D16)

受け筋

耐圧スラブの場合

２Ｌ

３Ｌ

ｂＬ

３Ｌ

ｂＬ

３Ｌ

ｂＬ

３Ｌ

ｂＬ

２Ｌ

８．２　壁の継手及び定着

８．３　壁の交差部及び端部の配筋

９．２　スラブ筋の定着及び受け筋

８．５　パラペット

2-D13

図8.4　パラペットの配筋

先端補強筋
2-D13

先端補強筋

4-D13

先端補強筋

2-D13 2-D13

２Ｌ ２Ｌ

2Ｌ

2Ｌ

Ｌb

2Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

図7.7　あばら筋の割付け（その２）

（注）1.　あばら筋は，柱面の位置から割り付ける。

2.　図中のＰ＠は，特記されたあばら筋の間隔を示す。

（注）1.　あばら筋は，柱面の位置及びハンチに切り替わる位置から割り付ける。

2.　図中のＰ＠は，特記されたあばら筋の間隔を示す。

3.  壁配筋の定着長さはＬ とする。２

(ａ)スラブの配筋は表9.1により、種別の適用及びスラブ厚さは構造図による。

(ａ) 壁の継手及び定着の一般事項

(ａ) 壁の交差部及び端部の配筋は図8.2による。

(ａ) パラペットの配筋は図8.4による。

(ｂ) コンクリート厚さ、縦筋、横筋の径及び間隔は構造図による。

(ａ)スラブ筋の定着及び受け筋は図9.2により、引き通すことができない場合は、図9.3により梁内に定着する。

種別

通し番号

作成日

縮尺

担当

図面名

設計番号 工事名称

一級建築士事務所

建設コンサルタント

法適合確認結果等：設備関係規定に適合することを確認した

登録番号 東京都第1033号　

登録番号 建01第843号

総括

法適合確認結果等：構造関係規定に適合することを確認した

04584-010

一級建築士第267567号 河田　健

※　L3hを確保できない場合は、図3.2（ロ）によることができる。

※1　Laの数値は原則として柱せいの3/4以上とする。

※2　L3hを確保できない場合は、図3.2（ロ）によることができる。

※ ※

※2 ※2

※1

※

5.  原則として、柱及び梁内に、壁筋の継手を設けてはいけない。

S13

S14 同　上

D10-200@

D10-250@

    D10-200@

（注）1.　図中のP＠は，特記された壁筋の間隔を示す。

2.  壁配筋の重ね継手はＬ とする。１

キャノピー　構造関係共通事項(3)
S-305

A1: -
A3: -



（ａ）梁貫通孔補強筋の名称等は図11.1による。

９．３　片持スラブの配筋

９．６　出隅部及び入隅部の補強

１０　階段の配筋

１０．２　二辺固定スラブ形階段の配筋

１１　梁貫通孔その他の配筋

１０．１　片持スラブ形階段の配筋

１１．１　梁貫通孔の配筋

表9.2　片持スラブの配筋（CS形）

D10,D13-150@

D10,D13-300@

D10-200@

D13-100@

D13-200@

D13-150@

D13-300@

上

下

CS2

CS1

　配筋種別 主筋

CS3

CS4
D10,D13-200@

D10-400@

D10-200@

D10,D13-200@上

下

上

下

上

下

上

下

CS6

CS5

CS7

上

下

上

下

　配筋種別 主筋

（注）先端の折り曲げ長さＬは，スラブ厚さよりかぶり厚さを除いた長さとする。

図9.4　片持スラブの配筋（ＣＳ１からＣＳ５）

D13(　≦1,000)
受け筋

先端部補強筋

2-D13

D16(　＞1,000)

配力筋

主筋

受け筋 D13

先端部補強筋

2-D13

配力筋

主筋

≦600

図9.5　片持スラブの配筋（ＣＳ６及びＣＳ７）

Ｌ

10d以上

Ｌ

D10-200@

垂れ壁のある場合

及び間隔に合わせる。
先端壁の縦筋の径

垂れ壁のない場合

1
0
0
以

下

先
端

壁
厚

以
上

図9.6　先端に壁が付く場合の配筋

2-D13

2-D13

２Ｌ

２Ｌ

1
0
0
以

下

先
端

壁
厚

以
上

２
Ｌ

1
0
0
以

下

出隅受け部配筋出隅部分補強配筋

図9.9　片持スラブ出隅部の補強配筋

(注)  ≧   とする

出隅部分の補強筋

一般スラブ配力筋

    2．出隅受け部配筋は柱又は梁にL　定着する。

出
隅

部
分

の
補

強
筋

補強筋の定着

１

１ ２

出隅受け部

(注)1.   ≧   とする１ ２

(ｂ) 片持ちスラブの出隅部

３
Ｌ

１
Ｌ

 
/
2

１

１Ｌ /2１

３Ｌ

１

2

 
/
2

１

２

１

 /2１

出隅部

図9.7　スラブ開口部の補強配筋

１Ｌ

１Ｌ

2. スラブ開口の最大径が両方向の配筋間隔以下で，鉄筋を緩やかに曲げることにより，開口部を避けて

１Ｌ

１Ｌ

１ｎ 本

２ｎ 本

(   )本
２ｎ 

２(   )本
１ｎ 

２

（注）1. スラブ開口によって切られる鉄筋と同量の鉄筋で周囲を補強し，偶角部に斜め方向に2-D13（  　=2Ｌ  )

　　シングルを上下筋の内側に配筋する。

　  配筋できる場合は，補強を省略することができる。

１

5－D10（　　=1,500）

図9.8　出隅及び入隅部の補強配筋

5－D10（　=1,500）

（注）補強筋を上端筋の下側に配置する。

(ａ) 屋根スラブの出隅及び入隅部

中間部

図9.10　打継ぎ補強配筋

ａ D13

スラブ筋と同径，

同材質，同間隔

端部

D13

(ａ) 土間スラブの打継ぎ補強（基礎梁とスラブを一体打ちとしないで打継ぎを設ける場合の補強）

２Ｌ ２Ｌ

２Ｌ

２
Ｌ

３
Ｌ

ａ
２

Ｌ

中間部

図9.11　土間コンクリートと基礎梁との接合部配筋

D13

土間コンクリート

補強筋の鉄筋径及

端部

D13

（ｂ） 土間コンクリートと基礎梁との接合部配筋

び間隔に合わせる

ａ
２

Ｌ

２Ｌ

ａ
２

Ｌ

２Ｌ

土間コンクリート補強筋

D10-300@

ｔ

配筋種別 KA1

配筋図

（注）1.　片持ちスラブ形階段を受ける壁配筋は，8.1(b)による。

2.　階段主筋は，壁の中心線を越えてから縦に下ろす。

3.　スラブ配力筋の継手及び定着の長さは，表3.3のＬ  とする。

　　　　

表10.1　片持スラブ形階段の配筋

図10.1　片持スラブ形階段配筋の定着

配筋種別

KA2

KA4KA3

D10-300@

D10-300@

ｔ

D13

D13

D10-300@

D10-300@

ｔ

D13
2-D13

ｔ

D13

D13

D10-300@

ｔ

ｔ

2-D13

D13配筋図

３

２Ｌ

２Ｌ

３Ｌ
２Ｌ

上端筋、下端筋とも（全域）配筋種別

KB2

KB1

KB3

KB4

KB5

KB6

KB7 D16-100@

D16-125@

D16-150@

    D13,D16-150@

D13-100@

D13-150@

D13-200@

表10.2　二辺固定スラブ形配筋

図10.2　二辺固定スラブ形階段配筋（その１）

D10-300@

D10-200@

t

D10

150

ｔ

D13

D10

D10

D13

D10-200@

ｔ

bＬ

２Ｌ
２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

３Ｌ

３Ｌ

bＬ

 0

図10.3　二辺固定スラブ形階段配筋（その２）

D10-300@
t

D10

D10

３Ｌ

３Ｌ

(注)　下図の場合にも二辺固定スラブ形階段配筋を準用する。

bＬ

 0

150

２Ｌ

 0

図11.1　梁貫通孔補強筋の名称等

あばら筋

溶接金網

リング筋

リング筋

突き合せ溶接

Ｄ/2

余長突出し

Ｄ

突出し

余長
かぶり

貫通孔外径

かぶり
余長

突出し

溶接金網

あばら筋

縦筋

斜め筋

ＭＨ形及びＭ形

縦筋斜め筋

縦筋

あばら筋

下縦筋

上縦筋

Ｈ形

上縦筋

斜め筋

横筋

下縦筋

あばら筋

縦筋

横筋

斜め筋

図11.2　補強筋の定着長さ

貫通孔が円形の場合

１Ｌ

１Ｌ

１Ｌ

９．４　片持ちスラブの先端に壁が付く場合の配筋

９．５　スラブの開口部の補強

９．７　スラブの打継ぎ補強等

２Ｌ
D13(　≦1,000)

受け筋

先端部補強筋

2-D13

D16(　＞1,000)

配力筋

主筋

Ｌ

３Ｌ

aＬ

２Ｌ

受け筋 D13

先端部補強筋

2-D13

配力筋

主筋

≦600

Ｌ

２Ｌ

aＬ

２Ｌ

(ａ)片持スラブの配筋は表9.2により、種別の適用及びスラブ厚さは構造図による。

（段差なし） （段差あり）

（段差なし） （段差あり）

(ａ)スラブ開口部の補強及び定着方法は構造図による。ただし構造図において軽微な開口として特記されたものの

開口補強については下記による事ができる。軽微な開口の特記は構造図による。

（土間スラブは土に接するスラブでS形の配筋によるものをいう。a>300の場合は構造図による。）

a≦300の場合

（土間コンクリートの補強筋は構造図による。なお、基礎梁との接合部は図9.11による。

a>300の場合は構造図による。）

a≦300の場合

(ａ) 片持スラブ形階段の配筋は表10.1により、種別の適用及びスラブ厚さ等は構造図による

(ａ) 二辺固定スラブ形階段の配筋は表10.2並びに図10.2、図10.3により、

種別の適用、スラブ厚さ等は構造図による。

２Ｌ

２Ｌ

２Ｌ

45゜ 45゜

図11.3 他の開孔を設けない範囲

Ｄ

図11.5　孔の上下方向の位置の限度

d

d

D

500≦D＜700 ･･････ d≧175

700≦D＜900 ･･････ d≧200

900≦D ･･････ d≧250

(ａ)片持スラブの先端に壁が付く場合の配筋は図9.6による。

    3．出隅受け部分（斜線部分）の補強筋は

構造図による。

（D10-200@）
（D10-200@）

種別

通し番号

作成日

縮尺

担当

図面名

設計番号 工事名称

一級建築士事務所

建設コンサルタント

法適合確認結果等：設備関係規定に適合することを確認した

登録番号 東京都第1033号　

登録番号 建01第843号

総括

法適合確認結果等：構造関係規定に適合することを確認した

04584-010

一級建築士第267567号 河田　健

8d以上

3. 開口のサイズ700mm角以下を適用範囲とする。

c）小開口が連続する場合

L
1

L
1

L1

L1

L1

L1100以上

斜め補助筋 D13 かつ
スラブ筋と同径以上

・開口間には2-D13を入れること。

b）開口が700mmを超える場合

周囲補強

L
2

L1

L1

斜め補強

L1

L
2

L1

・補強筋は特記による。

・補強筋は周囲の梁内に定着させること。

・上記補強方法を計画し、監督職員の承諾を得ること。

・開口間のあきは、原則として100mm以上とする。

・開口によって切断される鉄筋と同本数以上の鉄筋を

　左右に振り分けて配置すること。(上下筋共)

・上記補強方法を計画し、監督職員の承諾を得ること。

（ｂ）孔の径は、梁せいの1/3以下とし、孔が円形でない場合はこれの外接円とする。

（ｃ）孔の上下方向の位置は梁せい中心付近とし、梁中央部下端は梁下端より1/3Dの範囲には設けてはならない。

（ｄ）孔は、柱面から、原則として、1.5D(Dは梁せい)以上離す。ただし、基礎梁は柱面から 1.0ｍの範囲は開口を

（ｅ）孔が並列する場合の中心間隔は、孔の径の平均値の３倍以上とする。

（ｆ）縦筋及び上下縦筋は、あばら筋の形に配筋する。

（ｇ）補強筋は、主筋の内側とする。また、鉄筋の定着長さは、図11.2による。

（ｈ）孔の径が梁せいの1/10以下、かつ、150mm未満のもの（軽微な開口）で鉄筋を緩やかに曲げることにより、

　　　開口部を避けて配筋出来る場合において構造図に特記されたものは、補強を省略することができる。

（ｉ）溶接金網の余長は１格子以上とし、突き出しは10mm以上とする。

（ｊ）溶接金網の貫通孔部分には、鉄筋1-13Φのリング筋を取り付ける。

　　　なお、リング筋は、溶接金網に４箇所以上溶接する。

（ｋ）溶接金網の割付始点は、横筋ではあばら筋の下側とし、縦筋では貫通孔の中心とする。

45゜ 45゜

図11.4 孔を設けない範囲

大梁 小梁

　　　設けてはならない。

キャノピー　構造関係共通事項(4)
S-306

A1: -
A3: -



（ａ）控壁の配筋は、図11.3とし、控壁の配置は意匠図による。

（ｂ）帳壁が土間コンクリート上に設置される場合の補強は図11.4により、帳壁の配筋の定着長等は意匠図による。

１１．３　コンクリートブロック帳壁との取合い

表11.1　Ｈ形配筋

配筋

2-2-D13

斜め筋

（注）      　は，一般部分のあばら筋を示す。

種別

H1

H2

なし

2-2-D13

なし なし

縦筋 横筋 上下縦筋 配筋図

H3

H4

H5

H6

4-2-D16

4-2-D13

H7

4-2-D16

4-2-D19

4-2-D22

2-2-D13 2-2-D132-2-D13

4-2-D13 2-2-D13 3-2-D13

表11.2　M形配筋

M1

M2

なし

縦筋 溶接金網 配筋図

M3

M4 6-2-D13

4-2-D13

2-6φ-100@

4-2-D13

2-2-D13

配筋

種別

（注）     　は，一般部分のあばら筋を示す。

2-2-D13

なし

2-2-D13

なし

縦筋 溶接金網 配筋図

2-6φ-100@2-2-D13

4-2-D13 2-6φ-100@

2-2-D13

4-2-D13

4-2-D16

4-2-D19

4-2-D16

斜め筋

表11.3　MH形配筋

MH1

MH2

MH3

MH4

MH5

MH6

MH7

配筋

種別

（注）      　は，一般部分のあばら筋を示す。

図11.3　控壁の配筋（水平，垂直とも）

D13

D10 D10-200@

D16

コンクリートブロック帳壁

ｔ

２Ｌ

２Ｌ

図11.4　壁付き土間コンクリートの補強配筋

コンクリートの厚さ

D10-200@D10

コンクリートブロック帳壁

800

(ａ) 梁貫通孔の補強形式は表11.1～表11.3により、種別の適用、箇所数等は構造図による

種別

通し番号

作成日

縮尺

担当

図面名

設計番号 工事名称

一級建築士事務所

建設コンサルタント

法適合確認結果等：設備関係規定に適合することを確認した

登録番号 東京都第1033号　

登録番号 建01第843号

総括

法適合確認結果等：構造関係規定に適合することを確認した

04584-010

一級建築士第267567号 河田　健

１１．２　梁貫通孔の補強形式

キャノピー　構造関係共通事項(5)
S-307

A1: -
A3: -



M12

高力ボルト

径

表1.4　高力ボルト径の記号　

区分

（F10T、S10T）

溶融亜鉛めっき高力ボルト
（F8T相当）

M16 M20 M22 M24 M12

普通ボルト

径

表1.5　普通ボルト径の記号　

区分 M16 M20 M22 M24

溶接方法

Ｌ－Ｐ
全周現場溶接

引出線 基準線 引出線

（折線）

断続溶接の間隔
断続溶接の長さ

基準線

現場溶接

全周溶接

溶接面

溶接継手

溶接方法

Ｌ－Ｐ
全周現場溶接

引出線

60°60°

基準線 引出線

（折線）

60°

断続溶接の間隔
断続溶接の長さ

基準線

現場溶接

全周溶接

溶接面

溶接継手

※特記なき限り、完全溶込溶接の溶接方法・溶接面は適切な溶接方法等による。

図2.1　溶接記号の記載例

構造関係共通図(鉄骨標準図)　

１ 縁端距離及びボルト間隔等

縁端距離及びボルト間隔は、表1.1による。ただし、引張材の接合部分において、せん断力を受けるボルトが

応力方向に３本以上並ばない場合の縁端距離は、特記による。特記がなければ、ボルト軸径の2.5倍以上とする。

表1.1　縁端距離及びボルト間隔　　（単位：ｍｍ）

ねじの呼び
縁端距離 ボルト間隔

e p

M12

M16

M20

M22

M24

40 60

45 70

epp

（１）縁端距離及びボルト間隔

（３）形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径

形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径は、表1.3による。

表1.3　形鋼のゲージ及びボルトの最大軸径　（単位：ｍｍ）

B

g
A

B
B

はＢ

A又

軸径

最大
B

軸径

最大

軸径

最大
B

45

50

60

65

70

75

80

90

100

125

130

150

175

200

25

28

35

35

40

40

45

50

55

50

50

55

60

60

35

40

55

70

90

12

16

16

20

20

22

22

24

24

24

24

24

24

24

100

125

150

175

200

250

300

350

400

56

75

90

105

120

150

150

140

140

40

70

90

※１

16

16

22

22

24

24

24

24

24

50

65

70

75

80

90

100

30

35

40

40

45

50

55

12

20

20

22

22

24

24

※１　千鳥打ちとした場合

また、アンカーボルトの縁端距離は特記による。

1

g 1 g 2

g 1

g 1g 2 g 2

g 1 g 2

g 3

g 3g 2

アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接、セルフ

突合わせ継手

Ｔ型継手

かど継手

分　　　　　　　　　　　類

 溶  接  面

溶 接 継 手

溶 接 方 法

隅肉溶接

部分溶込み溶接

両面溶接

フレア溶接

片面溶接

シールドアーク半自動溶接

エレクトロスラグ溶接

サブマージアーク自動溶接

完全溶込み溶接

記 号

Ｆ

２

ＦＬ

１

Ｐ

Ｅ

Ｔ

Ｌ

Ｂ

設計図中で使用する記号は、表2.1、表2.2、図2.1を標準とする。

アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接、セルフ

突合わせ継手

Ｔ型継手

かど継手

分　　　　　　　　　　　類

 溶  接  面

溶 接 継 手

溶 接 方 法

隅肉溶接

部分溶込み溶接

両面溶接

フレア溶接

片面溶接

シールドアーク半自動溶接

エレクトロスラグ溶接

サブマージアーク自動溶接

完全溶込み溶接

表2.1　溶接方法、溶接継手及び溶接面の分類別記号

記 号

Ｆ

２

ＦＬ

１

Ｐ

Ｅ

Ｔ

Ｌ

Ｂ

Ａ

Ｈ

２　溶接記号

３ 溶接継手の種類別開先標準

Ａ（サブマージアーク自動溶接）

19＜t≦40

7

2 t

35°

2

7

t

D1

D2

D1 = 2（t－2）/3

D2 =（t－2）/3

60°

2

6

t

45°

2

30°

t

6

t≦6

6＜t≦19

G

35°

G＝t

t

45° 30°

6

t

被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接

及びセルフシールドアーク溶接

1（片面溶接）

突合わせ継手の開先標準

Ｈ

2（両面溶接）

60°

D1 =（t－6）/2

D2 =（t－6）/2

t2

60°

6

D2
t

D1

22＜t≦40

t2 6 t

12＜t≦22

60°

t

t≦12

t

( 　　　　　　　  　 )

（単位：ｍｍ）

1（片面溶接） 2（両面溶接）

6＜t≦19

19＜t≦40

1/4 t≦S≦10

7

7

2

35°

S

1/4 t≦S≦10

2
S

35°

SS

1/4 t≦S≦10

D1= 2（t－2）/3

D2=（t－2）/3

1/4 t≦S≦10

60°
7

D2=（t－6）/2

D1=（t－6）/2

60°

35°

35°

1/4 t≦S≦10

7

1/4 t≦S≦10

D1

D2
t 2

45°

S

t

t

S
S

2

45°

t

1/4 t≦S≦10

22＜t≦40

2

S

t 6

60°

S

D1

D2
t

12＜t≦22

S
2 t

S
S

6 t

60°

35°

1/4 t≦S≦10

6

2

S

Ｔ型継手の開先標準

1/4 t≦S≦10

t

6

t

35°
S

2 t t

Ａ（サブマージアーク自動溶接）

t≦6

被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接

及びセルフシールドアーク溶接

1（片面溶接）

Ｈ

2（両面溶接）

t≦12

( 　　　　　　　  　 )
1（片面溶接） 2（両面溶接）

1/4 t≦S≦10

（単位：ｍｍ）

0

1/4 t≦S≦10

35°

7

S

45°

/ （t-2）/ （t-2）

S
S

t

1 3

2 2 3

S

60°

S

Ｈ（被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

1（片面溶接）

部材が直交しない場合の開先標準

ｔ

6＜t≦40

≧
60°

2（両面溶接）

2
ｔ

6＜t≦19

≧
60°

0

19＜t≦40

75°
≧

45°

1/4 t≦S≦10 1/4 t≦S≦10

（単位：ｍｍ）

19＜t≦40

7

2
2

7

D2

D1
t

S
2

7

t

1/4 t≦S≦10

t 2
S

t

7

2 t

S
6

D2

D1
t

19＜t≦40

2 t 6
S

t

G

35°

G＝t

かど継手の開先標準

35°45°

6

t t

50°

t t

Ａ（サブマージアーク自動溶接）

t≦6

被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接

及びセルフシールドアーク溶接

1（片面溶接）

Ｈ

2（両面溶接）

t≦12

( 　　　　　　　  　 )
1（片面溶接） 2（両面溶接）

6＜t≦19 12＜t≦19

35° 45° 35°
60°

60°60°

1/4 t≦S≦10

D1= 2（t－2）/3

D2=（t－2）/3

1/4 t≦S≦10

D2=（t－6）/2

D1=（t－6）/2

1/4 t≦S≦10

（単位：ｍｍ）

S

S

隅肉溶接の開先標準

S

t

S

S

S S

t

S S

S

S

60°

2

S

60°

2

t

Ｈ（被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

1（片面溶接）

t≦16

2（両面溶接）

t≦16 16＜t≦40

（単位：ｍｍ）

16≦t≦4012≦t≦40

22

13D 10

t 12

1211

1916

45°

S

3628

1413

25

15 15

32

16

40

S

D S

t

2

45°

S D1 D2 S

t

45°

15

部分溶込み溶接の開先標準

7

5

t

S

5

4

4

3

6

5

隅肉溶接のサイズ

11

8

9

7

8

6

10

8

13

10

12

9

14

10 11

2519

12

16

12

22

13 15

28

17

32

19

36

21

40

24

Ｈ（被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

1（片面溶接） 2（両面溶接）

D1= (t－2）/2

D2=（t－2）/2

1/4 t≦S≦101/4 t≦S≦10

（単位：ｍｍ）

（単位：ｍｍ）

４ 鋼管分岐継手

５  鉄骨溶接施工

手溶接

（１）エンドタブ等

①エンドタブの形状は母材と同厚・同開先のものとする。

エンドタブ

裏当て金

10mm以上

m

m

溶接方法

半自動溶接

自動溶接

35以上

38以上

70以上

m

裏当て金の厚さ

FB（t×25㎜）

S

St

F1

FB（t×38㎜）

S

St

F1

（単位：ｍｍ）

6以上

9以上

12以上

t

溶接のサイズ （単位：ｍｍ）

裏当て金の厚さ S

t≦9

t＞9

5

9

溶接方法

手溶接

半自動溶接

自動溶接

t≧3のときS＝t

t＜3のときS＝3

3（軽量形鋼Ｖ形溶接）

d d

1（丸鋼等片面溶接）

d/2 d/2

d d

d/2 /2d

d d

/2 /2

/2

2（丸鋼等両面溶接）

d

d

d/2

/2 d

d/2

フレア溶接の開先標準

t＜3のときS＝3

t≧3のときS＝t

4（軽量形鋼レ形溶接）

S t t S

Ｈ（被覆アーク溶接、ガスシールドアーク溶接及びセルフシールドアーク溶接）

（単位：ｍｍ）

自動機械により開先加工を行う場合はこの限りではない。

適用管厚　3.2㎜≦t≦12㎜

交角　30°≦θ≦150°

A

B

C
θ

D

D

支管

主管

D-D断面図

主管の管軸と支管の管軸とは一致させること

A部断面

1.5t～2.0t

50°～60°
0～3

t

50°～60°

0～
3

B部断面

1.5t～2.0t

接線

t

1.5t～2.0t

0～3

t

1.5t～2.0t

C部断面

（単位：ｍｍ）

現　　　　　　　　　接

全　　　　　　　　　接

全　周　現　場　溶　接

断続溶接の長さ及び間隔

区　　　　分

場　 　溶

周　 　溶

補　助　記　号

Ｌ－Ｐ

現　　　　　　　　　接

全　　　　　　　　　接

全　周　現　場　溶　接

断続溶接の長さ及び間隔

区　　　　分

場　 　溶

周　 　溶

表2.2　溶接の補助記号

補　助　記　号

Ｌ－Ｐ

千鳥打ちのゲージ及びボルト間隔は、表1.2による。

表1.2　千鳥のゲージ及びボルト間隔　（単位：ｍｍ）

ゲージ
ねじの呼び

g
M12,M16,M20,M22

千鳥打ちのボルト間隔　Pt

M24

50

45

40

25

35

-

65

60

55

45

50

40

35

40

45

55

50

60

Pt

g

（２）千鳥打ちのゲージ及びボルト間隔

（２）裏当て金

裏当て金の溶接

①裏当て金の組み立て溶接は、接合部に影響を与えないように、エンドタブの位置又は梁フランジ幅の1/4の位置に行い、

梁フランジ両端から10mm以内の位置に行ってはならない。

②完全溶込み位置溶接の片面溶接に用いる裏当て金は原則としてフランジの内部に設置する。

（単位：ｍｍ）エンドタブの長さ

②エンドタブの鋼種、引張り強さによる区分は、母材と同等とする。

③スプライスプレートの材質、鋼種、引張り強さによる区分は、母材と同等とする。

④フィラープレートの材質は、SS400とする。

裏当て金の鋼種、引張り強さによる区分は、母材と同等とする。

（４）ボルト記号

種別

通し番号

作成日

縮尺

担当

図面名

設計番号 工事名称

一級建築士事務所

建設コンサルタント

法適合確認結果等：設備関係規定に適合することを確認した

登録番号 東京都第1033号　

登録番号 建01第843号

総括

法適合確認結果等：構造関係規定に適合することを確認した

04584-010

一級建築士第267567号 河田　健

キャノピー　構造関係共通事項(6)
S-308

A1: -
A3: -



（３）スカラップ

改良型スカラップ

①スカラップ半径Sr1は35㎜とする。Sr2は10㎜とする。

②スカラップ円弧の曲線は、フランジに滑らかに接するように加工し、複合円は滑らかに仕上げる。

従来型スカラップ

①スカラップ半径Srは35㎜とする。

t

（４）スニップカット

①スニップカット部は溶接により埋めるものとする。

スニップカット

t
Sc r

Sc

スニップカットの寸法　　　　　　

Sc 10 12 14 15

6 9 12 16以上

（５）溶接部分の段差

①完全溶込み溶接を行う部分の板厚の差による段違いが10㎜を超える場合

1/2.5以下

t1
t 2

520N級鋼

YGA-50W,50P

YGW-18,19

鋼材の種類

400N級鋼

490N級鋼

JIS Z 3214

YGA-50W,50P

JIS Z 3214

YGW-18,19

YGW-11,15

JIS Z 3211

溶接材料

JIS Z 3211

YGW-11,15

YGW-18,19

250以下30以下

350以下

350以下

250以下30以下

40以下

40以下

パス間温度

（℃）

350以下40以下

入熱

（KJ/cm）

YGW-18,19

YGW-11,15400N級STKR、

BCR及びBCP

YGW-18,19 250以下30以下
490N級STKR、

及びBCP

250以下30以下

350以下40以下

（７）鋼材と溶接材料の組み合わせと溶接条件

Ｈ

e  　1

Ｆ 　１

5
0

 
　

2 φ

補強プレート法

5
0

補強プレート

Ｆ 　１ 0～5 0～5

 　2Ｆ

ｔｔ

20

pw

LC

 　2Ｆ

fｔ 50

Ｆ 　1

Ｆ 　1

（１）鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の鉄骨梁ウェブ部材に貫通孔を設ける場合で貫通孔部分を補強する場合に適用する。

（２）貫通孔の内径寸法は、鉄骨せいの1/2以下かつ鉄筋コンクリート梁せいの1/3以下とする。

（３）貫通孔間隔は、両側の貫通孔径の平均値の、鉄骨造で２倍以上、鉄骨鉄筋コンクリート造で３倍以上確保する。

　1は3φまたは  2のうち小さい方とする。 （ｅ≧Ｈとする）

補強トラス法

60°

φ

50

100以下

(自然開先)

補強トラス

60° 0～5 0～5

B

ｔf

 　2Ｆ

fｔ   2F

TH

梁貫通孔の位置の限度（単位：ｍｍ）

φ

Ｈ：鉄骨せい

Ｄ：はりせい

φ：貫通孔内径寸法

（φ≦H/2かつφ≦D/3）

1
0
0

以
上

1
0
0

以
上

Ｈ

LC

　　　鉄筋と鉄骨相互のあき（bs）は、粗骨材の最大寸法の1.25倍以上とする。

梁の場合 柱の場合

125以上

(bs)

150

150

150

150

(bs
)

梁への定着方法

柱への定着方法

コーナー筋

　　　鉄筋を折り曲げる場合は、鉄筋の呼び名の数値の10倍以上直線に定着後、緩やかに折り曲げる。

D13以上の組立筋（柱幅≧700㎜）

組立筋

6φ－1000@

　　　方面溶接の有効長さ（Ｌ）は、鉄筋の呼び名の数値の10倍以上とする。ただし、溶接によらない場合は

135°曲げフックとする。

L

L

L

L

FL1

FL1

FL1

FL1

　　　鉄筋貫通孔の径

　　　①主筋の鉄筋貫通孔は、最大孔径に統一する。

　　　②鉄骨フランジには、鉄筋貫通孔を設けないものとする。

鉄筋の呼び名

鉄筋貫通孔の径

（単位：ｍｍ）

鉄筋貫通孔の位置（単位：㎜）

梁主筋

梁あばら筋

梁主筋

柱帯筋

直交梁

柱帯筋

柱主筋

柱主筋

梁上端主筋

梁下端主筋

柱主筋

柱帯筋位置

小梁下端主筋が貫通する場合 小梁下端主筋が貫通しない場合（単位：ｍｍ）

小梁下端主筋 小梁下端主筋

D10

21

D13

24

D16

28

D19

31

D22

35

D25

38

D29

43

D32

46

(
b
s
)

(b
s)

(
b
s
)

(bs)

(bs)70以上

40程度

７  広幅平鋼の取り扱い

（２）BH材のフランジ及びフランジに使用する外側スプライスプレートの適用幅及び厚さは下表による。

（１）BH材のフランジ及びフランジに使用する外側スプライスプレートは、PL表記であっても FB又はPLとする。

36

250

400

350

300

200

175

幅

100

150

125

6 129 16 2519

厚さ

22 28 32

450

500

40

６  梁貫通孔補強

Sr1

Sr2

Sr1

Sr2

Sr

Sr

※ ただし、既製形鋼のスニップカットについては、

　 Sc=r＋2により求めるものとする。

(単位：ｍｍ)

（４）梁貫通孔位置の限度は以下による。

※ 梁端に貫通孔を設ける場合は、原則として、

　 梁端から貫通孔の中心まで1.2Ｄ以上離し、

　 梁継手位置等にも留意する。

ｅ：材端と補強プレートとの間隔

（１）鉄骨のかぶり厚さ

（３）柱組立筋

（４）仕口部内の帯筋の加工及び組立

（２）壁筋の周辺部材への定着

８ 鉄骨と鉄筋コンクリート部分の取合い

Ｄ

（５）鉄筋貫通孔の径及び位置

注）材種・強度の異なる鋼材の溶接部については、高い強度の種類とすること。

種別

通し番号

作成日

縮尺

担当

図面名

設計番号 工事名称

一級建築士事務所

建設コンサルタント

法適合確認結果等：設備関係規定に適合することを確認した

登録番号 東京都第1033号　

登録番号 建01第843号

総括

法適合確認結果等：構造関係規定に適合することを確認した

04584-010

一級建築士第267567号 河田　健

キャノピー　構造関係共通事項(7)
S-309

A1: -
A3: -



種別

通し番号

作成日

縮尺

担当

図面名

設計番号 工事名称

一級建築士事務所

建設コンサルタント

法適合確認結果等：設備関係規定に適合することを確認した

登録番号 東京都第1033号　

登録番号 建01第843号

総括

法適合確認結果等：構造関係規定に適合することを確認した

04584-010

一級建築士第267567号 河田　健

A1: -
A3: -

キャノピー　ボーリング柱状図(1)
S-310

ボーリング柱状図

調査名 新発田地域広域事務組合　新庁舎整備事業　地質調査業務委託

事業・工事名 令和4年度　広第19号

ボーリング名 BV-1 調査位置 新潟県新発田市中田町 地内 北緯 37°57’45.65”

東経 139°20’08.28”発注機関 新発田地域広域事務組合 調査期間 令和 5年 4月 21日 ～ 5年 5月 1日

調査業者名
株式会社　新協地質

電話 (025-383-1771)
主任技師 大澤　一夫

現場
代理人

田巻　柊野
コア
鑑定者

田巻　柊野
ボｰリング
責任者

川島　豊

孔口標高 8.06m
角

度

180°

0°

90°上

下
0°

方

向

0°

90°

180°

270°

北

東

南

西

地
盤
勾
配 90°

水平0°
鉛
直

0°

使
用
機
種

試錐機 カノ―　KR-50HCW
ハンマー
落下用具

半自動落下装置

エンジン ヤンマー　NFD-8 ポンプ カノ―　V5-P総掘進長  43.40m

ボーリングNo 1

シートNo 1

標

尺

(m)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

標

高

(m)

層

厚

(m)

深

度

(m)

柱

状

図

土

質

区

分

色

調

相

対

密

度

相

対

稠

度

記

事

・径10～40mmの円礫を30％程度混入
するほか、一部玉石を混入。含水は
少ない。
・礫間充填物は細砂～粗砂からな
り、中砂主体。

盛土(
玉石混
じり砂
礫）

黒

灰

中

位

の

━

・少量有機物を混入。含水は中位程
度、粘性はやや強い。

細砂混
じりシ
ルト

暗

灰
━ 中位

の

・シルトと細砂の薄層が互層状に挟
在する。やや細砂優勢。少量有機
物、中砂を混入。含水は中位～多
い、粘性は弱い～中位程度。
・深度4.00m付近、中砂分が多い。

シルト
混じり
細砂

暗

灰

緩

い
━

・細砂、粗砂を混入するほか、径5m
m以下の小礫を少量混入。含水は中
位程度。

中

砂
灰

中

位

の

━

・繊維質で軟質。有機質
土

茶褐 ━ ━

・有機物を混入。含水は少なく、粘
性はやや強い。
・深度6.4m以深、有機物が多い。

粘土質
シルト

灰

褐
━

非常
に軟
らか
い

・部分的にシルト、微細砂を多く混
入するほか、有機物を少量混入。含
水は多い。

シルト
質細砂

暗

灰

非常
に緩
い

━

・細砂、粗砂を混入するほか、径5㎜
以下の小礫を10％程度混入。含水は
中位程度。

小礫混
じり中
砂

暗

灰
中位
の ━

・部分的に微細砂、中砂を混入する
など、全体的に粒径不均一。また有
機物を少量混入するほか、部分的に
シルトの薄層を挟む。含水は少ない
～中位程度。

細

砂

暗

灰

緩

い～

中

位

の

━

・シルト、微細砂を多く混入。含水
は少ない。

シルト
混じり
細砂

暗

灰

緩

い
━

・細砂を多く混入。含水はやや少な
い。
・深度15.70m以深、互層状にシルト
を挟む。

中

砂

暗

灰

緩

い～

中

位

の

━

・シルトと細砂の薄層が互層状に挟
在する。ややシルト優勢。所々、有
機質土の薄層を挟む。含水は少な
く、粘性は弱い。
・深度19.00m付近、微細砂分が少な
い。

砂

質

シ

ル

ト

暗

灰
━

軟

ら

か

い～

中

位

の

・粘性はやや弱く、含水は少ない。
粘土質
シルト

暗

灰
━ 軟ら

かい

・部分的に細砂、中砂を多く混入す
るなど、全体的に粒径不均一。含水
は中位程度。
・径5㎜以下の小礫を少量混入。
・深度23.00m付近、有機質シルトの
薄層を挟む。

小

礫

混

じ

り

粗

砂

暗

灰

緩

い～

中

位

の

・有機物を多く混入。含水はやや少
なく、粘性は弱い。

シルト 暗灰 ━
中位
の

・部分的にシルト、中砂を多く混入
するなど、全体的に粒径不均一。含
水はやや少ない。
・深度26.30m付近、砂質シルトを挟
む。

細

砂

暗

灰

中

位

の

━

・有機物を多く混入。含水少なく、
粘性は弱い。

シ

ル

ト

黒～
暗灰

━

中

位

の

・部分的に細砂、中砂を多く混入す
るなど、全体的に粒径不均一。含水
は中位程度。
・径5～30mm程度の硬質な亜円礫～
円礫を20～30％程度混入。礫種は泥
岩、石英など雑多である。

礫

混

じ

り

粗

砂

暗

灰

中

位

の～

密

な

━

・微細砂分を混入するほか、有機物
を少量混入。含水少なく、粘性は弱
い。

シルト
暗

灰
━

硬

い

・径10～60mmの硬質な亜円礫～円礫
が60％程度混入。礫種は花崗岩、泥
岩等雑多である。一部白色の凝灰岩
が見られる。含水は少ない。
・礫間充填物はシルト混じり粗砂
で、全体的に粒径不均一。

砂

礫

暗

灰

非

常

に

密

な

━

・部分的に層厚50mm以下のシルトを
挟む。含水はやや少ない。
・深度35.00m付近、シルトを挟む。
・深度36.00m付近、中砂～粗砂が主
体となる。

シ

ル

ト

混

じ

り

細

砂

灰

中

位

の～

密

な

━

・シルトと細砂の薄層が互層状に挟
在する。ややシルト優勢。含水はや
や少なく、粘性は弱い。
・深度37.80m付近、有機質土の薄層
を挟む。
・深度38.10m付近、砂礫層の薄層を
挟む。

砂

質

シ

ル

ト

暗

灰
━

非

常

に

硬

い

・ほぼ一様な粘土質シルト。含水は
少なく、粘性は中位程度。
・深度40.30m以深、細砂層を互層状
に挟在する。

粘土質
シルト

暗

灰
━

硬

い

・ほぼ一様な細砂。含水はやや少な
い。
・深度43.00m付近、中砂～粗砂分が
多い。また、径20mm程度の円礫を少
量混入する。

細

砂

青

灰

非

常

に

密

な

━

孔

内

水

位

(m)

／

測

定

月

日

2.01
4/21

標  準  貫  入  試  験

深

度

(m)

1.15

1.45

2.15

2.46

3.15

3.45

4.15

4.45

5.15

5.45

6.15

6.45

7.15

7.45

8.15

8.45

9.15

9.45

10.15

10.45

11.15

11.45

12.15

12.45

13.15

13.45

14.15

14.45

15.15

15.45

16.15

16.45

17.15

17.45

18.15

18.49

19.15

19.45

20.15

20.46

21.15

21.45

22.15

22.45

23.15

23.45

24.15

24.45

25.15

25.45

26.15

26.45

27.15

27.45

28.15

28.45

29.15

29.45

30.15

30.45

31.15

31.45

32.15

32.45

33.15

33.45

34.15

34.45

35.15

35.45

36.15

36.45

37.15

37.45

38.15

38.45

39.15

39.45

40.15

40.45

41.15

41.41

42.15

42.32

43.15

43.40

10cmごとの

打撃回数

0

～

10

10

1

8

2

2

12

5

1

20

1

15

5

2

11

4

4

5

1

9

2

4

2

2

15

2

16

2

15

1

5

8

4

5

2

5

2

9

10

9

3

18

15

10

12

10

4

4

2

2

20

33

16

10

～

20

11

1

8

3

1

8

5

1

1

5

5

2

11

4

4

5

3

11

3

4

2

1

5

1

7

1

6

1

8

5

9

8

5

6

4

2

10

12

10

3

18

26

10

14

11

8

6

3

4

26

27

7

24

20

～

30

6

3

15

2

2

7

1

6

1

8

4

6

6

4

4

5

3

3

2

11

2

9

2

13

6

10

10

6

10

5

2

11

13

12

3

20

12

11

15

12

9

6

3

6

14

6

20

5

打
撃
回
数
/
貫
入
量
(cm)

27

30

5

31

7

30

5

30

17

30

2

30

3

30

16

30

5

30

12

30

14

30

16

30

8

30

9

30

13

30

7

30

6

30

5

34

5

30

4

31

16

30

27

30

22

30

16

30

18

30

14

30

6

30

30

30

35

30

31

30

9

30

56

30

53

30

31

30

41

30

33

30

21

30

16

30

8

30

12

30

60

26

60

17

60

25

N     値

0 10 20 30 40 50 60

27

5

7

5

17

2

3

16

5

12

14

16

8

9

13

7

6

4

5

4

16

27

22

16

18

14

6

30

35

31

9

56

53

31

41

33

21

16

8

12

69

106

72

原位置試験

深

度

(m)

2.70

3.30

9.70

10.30

試験名

および結果

孔内載荷試験
E=1.67(MN/m2)

孔内載荷試験
E=4.27(MN/m2)

試料採取

深

度

(m)

1.15

1.45

2.15

2.46

3.15

3.45

4.15

4.45

5.15

5.45

6.15

6.45

7.15

7.45

8.15

8.45

9.15

9.45

10.15

10.45

11.15

11.45

12.15

12.45

13.15

13.45

14.15

14.45

15.15

15.45

16.15

16.45

17.15

17.45

18.15

18.49

19.15

19.45

20.15

20.46

試

料

番

号

P-1-1

P-1-2

P-1-3

P-1-4

P-1-5

P-1-6

P-1-7

P-1-8

P-1-9

P-1-10

P-1-11

P-1-12

P-1-13

P-1-14

P-1-15

P-1-16

P-1-17

P-1-18

P-1-19

P-1-20

採

取

方

法

○-

○-

○-

○-

○-

○-

○-

○-

○-

○-

○-

○-

○-

○-

○-

○-

○-

○-

○-

○-

室
内
試
験

(
)

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

粒度試
験

掘

進

月

日

4

21

4

24

4

25

4

26

4

27

ボーリング柱状図

調査名 新発田地域広域事務組合　新庁舎整備事業　地質調査業務委託

事業・工事名 令和4年度　広第19号

ボーリング名 BV-2 調査位置 新潟県新発田市中田町 地内 北緯 37°57’47.06”

東経 139°20’7.67”発注機関 新発田地域広域事務組合 調査期間 令和 5年 4月 14日 ～ 5年 4月 20日

調査業者名
株式会社　新協地質

電話 (025-383-1771)
主任技師 大澤　一夫

現場
代理人

田巻　柊野
コア
鑑定者

田巻　柊野
ボｰリング
責任者

川島　豊

孔口標高 8.50m
角

度

180°

0°

90°上

下
0°

方

向

0°

90°

180°

270°

北

東

南

西

地
盤
勾
配 90°

水平0°
鉛
直

0°

使
用
機
種

試錐機 カノ―　KR-50HCW
ハンマー
落下用具

半自動落下装置

エンジン ヤンマー　NFD-8 ポンプ カノ―　V5-P総掘進長  43.45m

ボーリングNo 2

シートNo 1

標

尺

(m)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

標

高

(m)

層

厚

(m)

深

度

(m)

柱

状

図

土

質

区

分

色

調

相

対

密

度

相

対

稠

度

記

事

・コア長100mmの玉石のほか、硬質な
礫を多く混入。

盛土(
玉石混
じり礫
）

茶

灰
━ ━

・径5～10mm、最大40mmの硬質な亜円
～円礫を少量混入するほか、有機物
を多く混入。含水は少なく、粘性は
弱い。
・深度2.00m付近、含水やや多く、粘
性中位となる。

盛土（
礫混じ
りシル
ト）

暗

褐
━

軟ら
かい
～非
常に
硬い

・シルトと細砂の薄層が互層状に挟
在する。ややシルト優勢。含水はや
や多い。
・シルトの部分は、有機物を少量混
入。粘性は中位～やや強い。
・細砂の部分は、部分的に中砂、粗
砂を多く混入するなど、全体的に粒
径不均一。
・深度5.00m付近、中砂、粗砂分が多
い。

砂

質

シ

ル

ト

灰

褐
━

軟

ら

か

い～

中

位

の

・中砂を混入。含水は少ない。
細

砂

暗

灰

中

位

の

━

・有機物を多く混入。含水はやや少
なく、粘性はやや強い。

シルト
質粘土

暗

褐
━

軟

ら

か

い

・部分的にシルト、細砂、粗砂を多
く混入するなど、全体的に粒径不均
一。少量有機物を混入。含水は少な
い。
・深度8mの標準貫入試験試料、含水
がやや多い。

中

砂

暗

灰

緩

い～

中

位

の

━

・ほぼ一様な細砂。一部シルトの薄
層を挟む。含水は少ない。
・深度15m以深、シルト分がやや多
い。

細

砂

暗

灰

緩

い～

中

位

の

━

・部分的にシルト、細砂を多く混入
するほか、一部有機質土の薄層を挟
む。含水は少なく、粘性は弱い。
・深度16.00m付近、砂礫層を挟む。

シ

ル

ト

混

じ

り

微

細

砂

暗

灰

緩

い
━

・部分的に砂質シルト状となる。含
水は少なく、粘性は中位程度。

粘土質
シルト

暗

灰
━

軟

ら

か

い

・シルト、細砂を多く混入するほ
か、有機物を少量混入。含水は少な
い。

シルト
混じり
微細砂

暗

灰
━

硬

い

・ほぼ一様なシルト。含水は少な
く、粘性はやや弱い。

シルト 暗灰 ━ ━

・部分的に細砂を多く混入するほ
か、シルト、有機物を少量混入。含
水はやや少ない～中位程度。
・深度23.00m付近、径5mm以下の小礫
を少量混入。

中

砂

暗

灰

中

位

の

━

・中砂を多く混入。含水は中位程
度。
・深度25.00m付近、薄層状にシルト
を挟む。

細

砂

暗

灰

中

位

の

━

・深度27.00m付近、有機物を多く混
入。
・深度27.45m以深、一様なシルトと
なる。
・含水少なく、粘性は弱い。

シ

ル

ト

黒～

灰

━

中

位

の

・径5～50㎜の硬質な亜円～円礫を3
0～70％程度混入。礫種は、花崗岩、
泥岩、凝灰岩等雑多である。
・礫間充填物は、シルト、細砂～粗
砂からなり、全体的に粒径不均一。
・深度28.00m～30.00m付近、礫を60
～70％程度混入し、礫間充填物にシ
ルトが混じる。含水がやや多い。
・深度30.00m以深、礫の混入量が4
0％程度に減少し、礫間充填物は細
砂～粗砂主体となる。含水はやや少
ない。
・深度33.00m付近、軟質な乳白色の
凝灰岩礫を混入する。

砂

礫
灰

中

位

の～

非

常

に

密

な

━

・ほぼ一様な細砂。部分的にシルト
を薄層状に挟む。含水はやや少な
い。
・深度36.00m以深、中砂を混入。
・深度37.80m付近、有機質土を挟
む。
・深度38.00m付近、粗中砂を混入。

シ

ル

ト

混

じ

り

細

砂

灰

褐～

青

灰

中

位

の～

密

な

━

・ほぼ一様な粘土質シルト。含水は
少なく、粘性はやや強い。
・深度40.50m付近、細砂を混入。

粘
土
質
シ
ル
ト

暗

灰
━

硬

い

・ほぼ一様な細砂。少量シルト、中
砂を混入。含水はやや少ない。

細

砂

暗

灰

非

常

に

密

な

━

・中砂、粗砂を混入するほか、径5m
m以下の小礫を少量混入。含水はや
や少ない。

小礫混
じり細
砂

暗

灰

非常
に密
な

━

・ほぼ一様な細砂。少量シルトを混
入。含水はやや少ない。

細

砂

暗

灰

非常
に密
な

━

孔

内

水

位

(m)

／

測

定

月

日

2.21
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標  準  貫  入  試  験

深

度

(m)

1.15

1.45

2.15

2.45

3.15

3.50

4.15

4.45

5.15

5.45

6.15

6.45

7.15

7.45

8.15

8.45

9.15

9.45

10.15

10.45

11.15

11.45

12.15

12.45

13.15

13.45

14.15

14.45

15.15

15.45

16.15

16.45

17.15

17.46

18.15

18.47

19.15

19.46

20.15

20.45

21.15

21.45

22.15

22.45

23.15

23.45

24.15

24.45

25.15

25.45

26.15

26.45

27.15

27.45

28.15

28.44

29.15

29.45

30.15

30.35

31.15

31.45

32.15

32.45

33.15

33.45

34.15

34.45

35.15

35.45

36.15

36.45

37.15

37.45

38.15

38.45

39.15

39.45

40.15

40.45

41.15

41.45

42.15

42.37

43.15

43.45

10cmごとの

打撃回数

0

～

10

6

1

1

1

3

2

1

3

3

3

4

3

4

6

2

3

2

8

2

2

15

1

8

4

8

7

6

7

7

3

20

7

27

14

14

8

8

9

6

10

6

3

3

14

24

14

10

～

20

6

1

1

2

13

2

2

1

3

3

12

5

4

4

5

6

2

2

3

12

2

11

3

16

1

8

3

8

7

6

6

8

2

18

11

33

17

15

7

8

13

7

12

6

3

3

17

27

18

20

～

30

6

1

1

15

1

7

1

2

1

4

2

8

5

4

4

6

5

4

4

3

11

2

11

2

14

3

8

6

7

10

8

3

22

9

5

24

21

9

9

13

20

15

8

3

5

24

9

2

21

打
撃
回
数
/
貫
入
量
(cm)

18

30

3

30

3

35

4

30

6

30

6

30

3

30

10

30

8

30

13

30

12

30

11

30

15

30

17

30

8

30

9

30

8

31

6

32

5

31

4

30

10

30

24

30

20

30

19

30

23

30

23

30

8

30

60

29

23

30

60

20

55

30

50

30

24

30

25

30

35

30

33

30

37

30

20

30

9

30

11

30

55

30

60

22

53

30

N     値
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18

3

3

4

6

6

3

10

8

13

12

11

15

17

8

9

8

6

5

4

10

24

20

19

23

23

8

62

23

90

55

50

24

25

35

33

37

20

9

11

55

82

53

原位置試験

深

度

(m)

試験名

および結果

試料採取

深

度

(m)

試

料

番

号

採

取

方

法

室
内
試
験

(
)

掘

進

月

日

4

14

4

17

4

18

4

19

4

20

9
4
0

▽設計GL=T.P.+9.0m

5
0
0

BV-3

BV-2
BV-4

BV-1

凡例

:調査位置

:新築建物位置

:既存建物位置

:敷地境界

BV-1～4



種別

通し番号

作成日

縮尺

担当

図面名

設計番号 工事名称

一級建築士事務所

建設コンサルタント

法適合確認結果等：設備関係規定に適合することを確認した

登録番号 東京都第1033号　

登録番号 建01第843号

総括

法適合確認結果等：構造関係規定に適合することを確認した

04584-010

一級建築士第267567号 河田　健

A1: -
A3: -

キャノピー　ボーリング柱状図(2)
S-311

▽設計GL=T.P.+9.0m

ボーリング柱状図

調査名 新発田地域広域事務組合　新庁舎整備事業　地質調査業務委託

事業・工事名 令和4年度　広第19号

ボーリング名 BV-3 調査位置 新潟県新発田市中田町 地内 北緯 37°57’47.05”

東経 139°20’10.20”発注機関 新発田地域広域事務組合 調査期間 令和 5年 4月 25日 ～ 5年 5月 8日

調査業者名
株式会社　新協地質

電話 (025-383-1771)
主任技師 大澤　一夫

現場
代理人

田巻　柊野
コア
鑑定者

田巻　柊野
ボｰリング
責任者

板垣　徹

孔口標高 8.11m
角

度

180°

0°

90°上

下
0°

方

向

0°

90°

180°

270°

北

東

南

西

地
盤
勾
配 90°

水平0°
鉛
直

0°

使
用
機
種

試錐機 YBM-05
ハンマー
落下用具

半自動落下装置

エンジン NFAD-8 ポンプ V5-P総掘進長  41.45m

ボーリングNo 3

シートNo 1

標

尺

(m)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

標

高

(m)

層

厚

(m)

深

度

(m)

柱

状

図

土

質

区

分

色

調

相

対

密

度

相

対

稠

度

記

事

・径5～100mmの硬質な亜角礫～亜円
礫を10～40％程度混入。
・礫間充填物はシルト混じり細砂～
砂質シルト。含水は少ない。

盛土（
礫混じ
りシル
ト）

黒～

暗

灰

中

位

の

━

・一部微細砂の薄層を挟むほか、有
機物を少量混入。含水は中位、粘性
はやや強い。
・深度1.60～1.80m、細砂主体とな
る。

微細砂
混じり
シルト

灰 ━

非常
に軟
らか
い

・層厚10～300mm程度の粘土質シル
トと細砂～中砂の薄層が互層状に挟
在する。有機物を少量混入。含水は
中位～やや多い、粘性はやや強い～
強い。
・深度2.80～3.30m、3.90～4.30m、
細砂～中砂主体となる。

中砂混
じり粘
土質シ
ルト

暗

灰
━

非常
に軟
らか
い～
軟ら
かい

・細砂、粗砂を多く混入。含水は中
位程度。

中

砂
灰・
暗灰

緩

い
━

・ほぼ一様なシルト質粘土。少量有
機物を混入。含水少なく、粘性はや
や強い。

シルト
質粘土

暗

灰
━

非常
に軟
らか
い

・細砂、中砂を多く混入するほか、
径5mm以下の小礫とシルトを少量混
入。含水は中位～やや多い。

粗

砂

暗

灰

緩

い～

中

位

の

━

・シルト、中砂を多く混入。含水は
やや少ない。
・深度9.45m付近、シルト分が多い。

シルト
混じり
細砂

暗

灰

緩

い
━

・細砂、粗砂を多く混入。含水は少
ない。

中

砂

灰

褐

中

位

の

━

・シルト、中砂を少量混入。含水は
少ない。
・深度11.30m、有機物を挟む。

細

砂

灰

褐

中

位

の

━

・細砂を多く混入するほか、少量シ
ルトを混入。含水は少ない。
・深度12.40m付近、粗砂及び径10mm
以下の礫を混入。

中

砂

灰

褐

中

位

の

━

・部分的にシルト、中砂を多く混入
するなど、全体的に粒径不均一。含
水は少ない。
・深度13.30m付近、中砂分が多い。
・深度15.00～15.30m、シルトを挟む
ほか、有機物を混入。

細

砂

灰

褐

中

位

の

━

・シルトと細砂の薄層が互層状に挟
在する。ややシルト優勢。含水は少
なく、粘性は弱い。

砂

質

シ

ル

ト

暗

灰
━

軟

ら

か

い～

中

位

の

・ほぼ一様な粘土質シルト。含水は
少なく、粘性は中位程度。
・深度18.50m、20.20m付近、シルト
の薄層を挟む。

粘

土

質

シ

ル

ト

暗

灰
━

軟

ら

か

い

・細砂、粗砂を多く混入。含水はや
や少ない。

中

砂

暗

灰

中

位

の

━

・細砂、中砂を混入するほか、径10
mm以下の小礫を少量混入。含水は中
位程度。
・深度22.40m付近、細砂の薄層を挟
む。

粗

砂

暗

灰

中

位

の

━

・中砂、粗砂を混入するなど、全体
的に粒径不均一。また、一部シルト
の薄層を挟む。含水は少ない。
・深度25m以深、中砂～粗砂分がやや
多い。

細

砂

暗

灰

中

位

の

━

・シルトを多く混入するほか、少量
粗砂を混入。含水は少ない。

シルト
混じり
微細砂

暗

灰

緩

い
━

・細砂、中砂を多く混入するほか、
径5mm以下の小礫を少量混入。含水
は少ない。

粗

砂

暗

灰

中

位

の

━

・細砂、中砂を多く混入。含水は中
位程度。
・径5～30㎜程度の硬質な亜円～円
礫を25％程度混入。礫種は花崗岩、
泥岩等雑多である。

礫混じ
り粗砂

暗

灰

密

な
━

・部分的に細砂、粗砂を多く混入す
るなど、全体的に粒径不均一。含水
は中位程度。

中

砂

暗

灰

中位
の～
密な

━

・部分的に有機物を多く混入。含水
は少なく、粘性は中位程度。

シルト
質粘土

黒～
暗灰

中位
の ━

・一様な細砂。少量シルトを混入。
含水は少ない。

微細砂 灰 中位
の

━

・径5～20mmの硬質な亜円礫～円礫
を40％程度混入。礫種は花崗岩、泥
岩等雑多である。
・礫間充填物は細砂～粗砂からな
り、細砂優勢。含水は中位程度。

砂

礫

暗

灰
━ ━

・微細砂を多く混入するほか、少量
礫を混入する。含水は少ない。

細砂 灰 中位
の ━

・径10～50mmの硬質な亜円礫～円礫
を60％程度混入。礫種は花崗岩、泥
岩等雑多である。
・礫間充填物は細砂～粗砂からな
り、粗砂優勢。含水は少ない。

砂

礫
灰

非常
に密
な

━

・部分的に中砂を多く混入。含水は
少ない。
・深度36.35～36.50m、シルトの薄層
を挟むほか、有機物を混入。

細

砂
灰

中

位

の

━

・粘土質シルトと細砂の薄層が互層
状に存在する。ややシルト優勢。ま
た、有機物を少量混入。含水は少な
く、粘性は弱い。

砂質シ
ルト

灰

褐
━

硬

い

・ほぼ一様なシルト質粘土。含水は
少なく、粘性はやや強い。

シルト
質粘土 暗灰 ━

中位
の

・ほぼ一様な細砂。含水は少ない。
・深度39.00～39.10m、色調暗灰色と
なりシルト分が多い。
・深度41.45m付近、粗砂を混入。

細

砂
灰

非

常

に

密

な

━

孔

内

水

位

(m)

／

測

定

月

日

1.31
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標  準  貫  入  試  験

深

度

(m)

1.15

1.45

2.15

2.47

3.15

3.50

4.15

4.45

5.15

5.45

6.15

6.50

7.15

7.45

8.15

8.45

9.15

9.47

10.15

10.45

11.15

11.45

12.15

12.45

13.15

13.45

14.15

14.45

15.15

15.45

16.15

16.45

17.15

17.45

18.15

18.50

19.15

19.50

20.15

20.47

21.15

21.45

22.15

22.45

23.15

23.45

24.15

24.45

25.15

25.45

26.15

26.45

27.15

27.45

28.15

28.45

29.15

29.45

30.15

30.45

31.15

31.45

32.15

32.45

33.15

33.45

34.15

34.43

35.15

35.45

36.15

36.45

37.15

37.45

38.15

38.47

39.15

39.43

40.15

40.42

41.15

41.45

10cmごとの

打撃回数

0

～

10

3

1

18

1

1

4

1

20

3

4

3

4

4

12

4

4

3

2

2

11

1

13

1

18

1

11

1

4

5

5

4

5

2

6

6

9

10

8

7

9

24

9

5

4

2

12

15

21

18

10

～

20

8

1

14

1

25

2

3

1

15

3

4

2

4

4

8

5

5

5

3

2

11

1

1

9

1

9

1

9

5

4

7

4

6

3

8

8

11

11

6

10

10

23

10

5

5

2

24

22

19

20

～

30

9

1

3

2

4

2

12

3

7

7

5

4

5

2

8

1

7

1

8

2

15

2

13

9

6

9

4

6

4

10

10

12

11

5

12

10

13

8

10

5

5

2

21

8

17

7

23

打
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一級建築士事務所

建設コンサルタント

法適合確認結果等：設備関係規定に適合することを確認した

登録番号 東京都第1033号　

登録番号 建01第843号

総括

法適合確認結果等：構造関係規定に適合することを確認した

04584-010

一級建築士第267567号 河田　健

A1:1/150
A3:1/300

キャノピー　軸組図
S-313

特記なき限り下記による

1.梁継手位置は柱芯から1000とする

2.　　は鉄骨継手位置を示す

▽1FL▽設計GL

d1

dB通り

3,6002,225

d2 d3 d4 d5

4,500 4,500 4,500 345

dC(dD,dE,dF)通り

1
0
0 ▽1FL

▽RFL

3
,8

0
0

▽設計GL

d1

dG(dH)通り

3,300

SC1

1
,6

0
0

2,225

J

CSG2CSG2

FG2FG2

1
0
0

FW1

1,0001,000

J J
1,0001,000

1
0
0 ▽1FL

▽RFL

3
,8

0
0

▽設計GL

d1

3,300

SC1

1
,6

0
0

2,225

CSG2CSG2

FG2FG2

1
0
0

FW1

1,0001,000

J J
1,0001,000

dA通り

1
0
0 ▽1FL

▽RFL

3
,8

0
0

▽設計GL

d1

3,300

SC1
1
,6

0
0

2,225

CSG2

FG2FG2

1
0
0

FW1

1,0001,000

J
1,000

1
0
0

▽RFL

3
,8

0
0

1
,6

0
0

1
0
0

SC2 SC2 SC2 SC2

SG1 SG1 SG1 CSG1

FW2 FW1

FG1

SG1

FG1 FG1 FG1

J J
1,0001,000

J J
1,0001,000

J J
1,0001,000

J
1,000

d2(d3,d4,d5)通り

1
0
0 ▽1FL

▽RFL

3
,8

0
0

▽設計GL

d1

1,850

SC1

1
,6

0
0

1,600

CSG11CSG11

FG11FG11

1
0
0

FW1

1,0001,000

J J
1,0001,000

▽1FL▽設計GL

dA

d1通り

900700

dB dD dF dG

4,100 3,600 3,600 4,425

1
0
0

▽RFL

3
,8

0
0

1
,6

0
0

1
0
0

SC1

FG12

SG11

1,000

dC

17,100

2,500

dH

925

FW1

CSG12

J

SC1 SC1 SC1 SC1 SC1

SG11

FW4 FW1 FW3 FW1 FW1

SG11 SG11 SG11 CSG12

J
1,0001,000

J J
1,0001,000

J J
1,000 1,000

J J
1,0001,250

J

FG12 FG12 FG12 FG12

1,0001,000

J

SC1

SG11

dE

3,600

FW1

FG12

▽基礎下端 ▽基礎下端

FW2 FW2

▽基礎下端

FW3（dF通り）
FW2（dC通り）

▽基礎下端

▽基礎下端▽基礎下端



種別

通し番号

作成日

縮尺

担当

図面名

設計番号 工事名称

一級建築士事務所

建設コンサルタント

法適合確認結果等：設備関係規定に適合することを確認した

登録番号 東京都第1033号　

登録番号 建01第843号

総括

法適合確認結果等：構造関係規定に適合することを確認した

04584-010

一級建築士第267567号 河田　健

A1:1/40
A3:1/80

キャノピー　部材リスト
S-314

符号 部　材 鋼材種 ピン接合部

SG1

鉄骨大梁リスト （注）特記なき限り　鋼材種はSN400B

SN400B

CSG1 H-294x200x8x12 SN400B

CSG2 SN400B

CSG11 SN400B

符号 部　材 鋼材種 備　考

SB20 H-200x100x5.5x8

鉄骨小梁リスト （注）特記なき限り　高力ボルトF10TまたはS10T

SS400

接合部

PL-9

ガセット 高力ボルト

2-M20

溶融亜鉛メッキ部ボルトはF8T

SG11 SN400B

CSG12 SN400B

SB25 H-250x125x6x9 SS400 PL-9 3-M20

符号 部　材

HV1 1-M20

ブレースリスト （注）特記なき限り　　高力ボルトF10TまたはS10T

鋼材種

SS400

GPL 高力ボルト

PL-9 1-M20

備考
接合部

ターンバックル付き

柱リスト　　1/30

階

符号

（注）特記なき限り　　１．構材種　SN400B，　　２．鉄筋：主筋　SD345，帯筋 SD295A

部材

SC1

PL-32ベースプレート

4-M24（L=500）アンカーボルト

800x800Dx x Dy

20-D19主 筋

□D13-@100帯 筋

断面

礎柱

　　　　　　　　　　　３．高力ボルト：S10T

部材

SC2

PL-32

4-M24（L=500）

H-294x200x8x12

H-340x250x9x14

H-340x250x9x14

1階 B□ - 250 x 125 x 19 B□ - 250 x 125 x19

埋め込み柱脚柱脚形式 埋め込み柱脚

▽設計GL

A

1
0
0

9
0
0

5
0
0

無収縮モルタルt30

スタッドボルト
4-Φ22-@200

Sec.A

4
0
0

400

800

800x800

20-D19

□D13-@100

基礎梁リスト

符　　号

断　　面

上　端　筋

下　端　筋

スターラップ

腹　　筋

カットオフ

位　　置

FG1

全　断　面

4-D22

4-D22

2-D13@200

6-D10

-

特記なき限り下記による

1. 鉄筋 : D10・D13(SD295A),D22(SD345)　　2. 幅止め筋 : D10@1,000以内

600

1
,2

0
0

6
0

5
0

フランジ

高力

ウェブ

ボルト 添板 備考内側添板外側添板ボルト高力

ボルト径 総本数 ボルト径 総本数4P-t22xa1xL1L2P-t21xBxL1L L2P-t11xa2xL2

M20 M20LL L24 4P-9x80x410 6 2P-9x200x170

継手リスト(F10T，S10Tを用いた場合) 1.鋼材 SN400B材とする　

M20 M20LL L

2P-9x200x410

32 2P-12x250x530 4P-12x100x530 12 2P-9x200x290

部　材

H-340x250x9x14

H-294x200x8x12

1
0
0 ▽1FL

△設計GL(T.P.+9.0m)

2
0
d

D13@300

1,200

2,400

1,200

D
1
6
@
1
5
0

D16@150

FW1

1
,5

0
0

1
,5

0
0

3
,0

0
0

D13@300

◁通り芯

2
0
0

△
基礎梁天端

基礎リスト

800

8
0
0

8
0
0

FG2

全　断　面

4-D22

4-D22

2-D13@200

6-D10

-

600

1
,2

0
0

6
0

5
0

FG11

全　断　面

4-D22

4-D22

2-D13@200

6-D10

-

600

1
,2

0
0

6
0

5
0

FG12

全　断　面

4-D22

4-D22

2-D13@200

6-D10

-

600

1
,2

0
0

6
0

5
0

5
0
0

1
,1

0
0

1
,6

0
0

2
0
d

5
0

1
0
0

剛接合の場合はSN400Bとする。

H-250x125x6x9 M16 24 2P-12x125x410 - M16 8 2P-6x170x290

3-M20、GPL-9

H-340x250x9x14

H-294x200x8x12

▽設計GL

A

1
0
0

9
0
0

5
0
0

無収縮モルタルt30

スタッドボルト
4-Φ22-@200

Sec.A

4
0
0

400

2
0
d

D13@300

1,300

2,600

1,300

D
1
6
@
1
5
0

D16@150

FW2

1
,5

0
0

1
,5

0
0

3
,0

0
0

D13@300

◁通り芯

5
0
0

1
,1

0
0

1
,6

0
0

2
0
d

5
0

1
0
0

2
0
d

D13@300

1,400

2,800

1,400

D
1
6
@
1
5
0

D16@150

FW3

1
,5

0
0

1
,5

0
0

3
,0

0
0

D13@300

◁通り芯

5
0
0

1
,1

0
0

1
,6

0
0

2
0
d

5
0

1
0
0

2
0
d

D13@300

1,600

3,200

1,600

D
1
6
@
1
5
0

D16@150

FW4

1
,5

0
0

1
,5

0
0

3
,0

0
0

D13@300

◁通り芯

5
0
0

1
,1

0
0

1
,6

0
0

2
0
d

5
0

1
0
0

2
0
0

△
基礎梁天端

2
0
0

△
基礎梁天端

2
0
0

△
基礎梁天端



種別

通し番号

作成日

縮尺

担当

図面名

設計番号 工事名称

一級建築士事務所

建設コンサルタント

法適合確認結果等：設備関係規定に適合することを確認した

登録番号 東京都第1033号　

登録番号 建01第843号

総括

法適合確認結果等：構造関係規定に適合することを確認した

04584-010

一級建築士第267567号 河田　健

A1:1/40
A3:1/80

キャノピー　鉄骨架構詳細図・母屋要領
S-315

900

dA

4,100

dB dC

▽1FL
▽設計GL

1
0
0

3
,8

0
0

▽RFL

B
□

-
2
5
0
x
1
2
5
x
1
2

(
S
N
4
0
0
B
)

SC1

B
□

-
2
5
0
x
1
2
5
x
1
2

(
S
N
4
0
0
B
)

SC1

SG11

H-340x250x9x14
(SN400B)

1,000

JOINT

SG11

H-340x250x9x14
(SN400B)

1,000

JOINT

1,000

JOINT

CSG12

H-340x250x9x14
(SN400B)

1：40d1通り鉄骨詳細図

特記なき限り下記による

1. 使用材料  　 : SN400B

2. 高力ボルト　 : S10T,F10T

PL-19(SN490C)

PL-19(SN490C)

PL-19(SN490C)

PL-19(SN490C)

700

A

125

1：10Sec.A

3,600 4,500 4,500 4,500

17,100

d1 d2 d3 d4 d5

dA

dB

dC

dD

dE

dF

dG

dH

Y

X

345

2,225 3,300

1：100母屋伏図

特記なき限り下記による

1. 　　　　は母屋を示す

2. 母屋部材　 : C-100x50x20x2.3@607[@1820でダブル]（SS400）

3. 母屋接合部 : 2-M12（中ボルト）

1：20母屋接合要領図


